
第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）年次報告書  

 ～男女がともに認め合い 互いに支え合い 自分らしく生きる～ 

 

第２次田川市男女共同参画プラン前期計画の推進状況をお知らせします 

市では、男女共同参画社会の実現に向けて、平成２９年度から５年間の計画「第２次田

川市男女共同参画プラン前期計画」を策定し、令和３年度までこの計画に基づき、６１事

業の具体的施策を推進しています。 

この計画を推進するため、各施策の成果指標と活動指標に数値目標を設定した進捗管理

シートを基に結果を評価し、見直しや改善に取り組んでいます。庁内組織である「男女共

同参画推進部会」や「男女共同参画推進委員会」（以下「推進委員会」という。）のほか、

外部組織である「男女共同参画審議会（会長：福岡県立大学井上奈美子准教授）」（以下「審

議会」という。）が評価を担っています。行政による自己評価に加え、市民目線の外部評価

も取り入れ、評価結果は毎年市民に公表しています。 

＜進捗状況の判定基準＞ 

判定 判 定 基 準 

Ａ 実績値が目標値に達している。 

Ｂ 実績値が基準値から好転しているが、目標値に達していない。  

Ｃ 実績値が基準値から横ばい又は悪化しており、目標値に達していない。  

― 
未実施・評価不可（事業未実施または市民意識調査等が未実施で評価不可のも

の。） 

※「基準値」とは平成２７年度、２８年度、２９年度の現状値 

 

プランに掲げた事業の評価結果（円グラフの「ｎ」は指標数、Ａ・B・C・－は判定を表示） 

プラン全体：男女がともに認め合い 互いに支え合い 自分らしく生きる 

 

 

 

 

 

 



基本目標１：働く場において男女がともに参画し、活躍する  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基本目標２：地域社会において、男女が支え合う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３：男女がともに健やかに安心して暮らす 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



基本目標４：一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する  

 

 

 

 

 

 

 

 

各事業に関する担当課の考え（成果・課題・今後の方向性）に対して、推進委員会及び

審議会から意見が出されました。その結果、今年度は全６１事業のうち、２０事業につい

ては見直しを行ったうえで継続することとなりました。 

 

事業の一部を紹介（基本目標３の事業から） 

事業№４９「性と生殖の健康と権利に関する意識啓発」 担当課：保健福祉課  

【事業内容】 男女が互いに、自分や相手のからだ、健康について正確な情報や知識を

得ることができるよう、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性と生殖

に関する健康と権利）のもつ意味について広く浸透させ、男女が互いの性

を尊重する意識啓発を行います。さらに、不妊に悩む方の支援として、治

療費の助成を行います。 

【事業実績】 生後４か月以下の乳児がいる全家庭を訪問するときや電話相談、来所時

の保健相談等において、意識啓発を行いました。また市ホームページや乳

幼児健診で不妊治療費助成の情報提供を行いました。 

【成果指標】 ①「早期妊娠届出率」 

（算出方法：妊娠 11 週以下での届出者数÷妊娠届出者総数） 

実績値 86.7％（基準値 84.7％・目標値 85.0％）→判定結果：Ａ 

        ②「田川市不妊治療助成金交付件数」 

実績値 30 件（基準値 30 件・目標値 40 件）→判定結果：Ｃ 

【活動指標】 ①「家族計画についての保健指導率」 

（算出方法：生後４か月以下の乳児がいる全家庭を訪問する際に家族 



計画について説明した割合） 

実績値 100％（基準値未設定・目標値 100％）→判定結果：Ａ 

        ②「田川市不妊治療助成金周知回数」 

（算出方法：広報たがわや市ホームページ等での周知回数）  

実績値 4 回（基準値 3 回・目標値 4 回）→判定結果：Ａ 

 【審議会からの意見】 

   担当課から「不妊治療助成金交付件数は目標値にそぐわないため、成果指標から削

除したい」という意見が出されているが、不妊治療の助成を望んでいる人がきちんと

助成を受けられているかどうかは重要である。助成金交付件数は削除せずに、今後も

把握しておくべき数値であると考える。また、性感染症に関する啓発などを指標にし

てもいいのではないか。 

 

※このほか、審議会からいただいた各事業に対する意見を十分に踏まえ、男女共同参画

社会の実現に向けて、本プランを推進していきます。 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次田川市男女共同参画プラン 

(前期計画）年次報告書 

 

平成３０年度実施計画事業評価 

 

 



Ａ Ｂ Ｃ ― 合計
指標数 10 2 13 1 26
判定割合 38.5% 7.7% 50.0% 3.8%
指標数 20 1 9 1 31
判定割合 64.5% 3.2% 29.0% 3.2%

Ａ Ｂ Ｃ ― 合計
指標数 2 1 4 0 7
判定割合 28.6% 14.3% 57.1% 0.0%
指標数 3 2 2 0 7
判定割合 42.9% 28.6% 28.6% 0.0%

Ａ Ｂ Ｃ ― 合計
指標数 12 2 6 4 24
判定割合 50.0% 8.3% 25.0% 16.7%
指標数 25 2 3 1 31
判定割合 80.6% 6.5% 9.7% 3.2%

Ａ Ｂ Ｃ ― 合計
指標数 4 5 4 0 13
判定割合 30.8% 38.5% 30.8% 0.0%
指標数 9 1 5 1 16
判定割合 56.3% 6.3% 31.3% 6.3%

判定

A

B

C

―

事業№　50～61

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）における進捗状況判定結果集計表

基本目標１　 働く場において男女がともに参画し、活躍する
事業№ 1～23

成果

活動

基本目標２ 　地域社会において、男女が支え合う
事業№　24～29

成果

活動

基本目標３ 　男女がともに健やかに安心して暮らす
事業№　30～49

成果

活動

基本目標４　 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

成果

活動

判　　　　定　　　　基　　　　準

　実績値が目標値に達している

　実績値が基準値から好転しているが、目標値に達していない

　実績値が基準値から横ばい又は悪化しており、目標値に達していない

　未実施・評価不可　（事業未実施または市民意識調査等が未実施で評価不可のもの）



　

めざす姿
事業
№

具　　体　　的　　施　　策 ページ 関　係　課

1 法律や制度についての事業主への啓発 Ｐ１ 産業振興課

2 育児・介護休業制度の普及促進 Ｐ３ 人権・同和対策課

3 教職員を対象とした特定事業主行動計画の推進 Ｐ５ 学校教育課

4 人事評価制度の本格導入による公正・公平な人事処
遇の実現

Ｐ７ 総務課

5 労働相談 Ｐ９ 産業振興課

２） 仕事と子育て・介護の両立支援 6 延長保育促進事業 Ｐ１１ 子育て支援課

7 一時保育事業 Ｐ１３ 子育て支援課

8 病児・病後児保育事業 Ｐ１５ 子育て支援課

9 ファミリーサポートセンター事業 Ｐ１７ 子育て支援課

10 放課後児童クラブの充実 Ｐ１９ 学校教育課

11 子育て支援事業 Ｐ２１ 子育て支援課

1 12 児童家庭相談 Ｐ２３ 子育て支援課

13 母子保健施策の充実 Ｐ２５ 地域福祉課

14 介護保険制度等の在宅支援サービスについての周
知徹底

Ｐ２７ 高齢障害課

15 男性職員の育児参加の促進 Ｐ２９ 総務課

16 女性職員の研修への参加促進 Ｐ３１ 総務課

17 企業等への女性の積極的登用の働きかけ Ｐ３３ 人権・同和対策課

４） ワーク・ライフ・バランスの意識啓発 18 ワーク・ライフ・バランスの意識啓発 Ｐ３５ 人権・同和対策課

19 子育て女性の就職支援相談 Ｐ３７ 人権・同和対策課

20 労働に関する情報の提供及び就職に関する助成制
度の実施

Ｐ３９ 産業振興課

２） 女性による起業や再就職の支援 21 再就職のための支援の実施 Ｐ４１ 人権・同和対策課

22 創業支援事業 Ｐ４３ 産業振興課

23 男女の起業に関する啓発 Ｐ４５ 人権・同和対策課

１） 地域活動への男女共同参画の促進 24 校区活性化協議会等への女性の参画促進 Ｐ４７
文化生涯学習課
人権・同和対策課

２） 地域活動団体等の育成、支援 25 男女共同参画に係る団体の活動支援 Ｐ４９ 人権・同和対策課

３） 防災活動における男女共同参画の推進 26 地域における防災活動（訓練・研修等）への女性参加
の促進

Ｐ５１
安全安心まちづくり
課

27 女性人材バンクの充実 Ｐ５３ 人権・同和対策課

28 女性リーダー育成に向けた学習の場の提供 Ｐ５５ 人権・同和対策課

２） 審議会等への女性の登用促進 29 各種審議会等における女性登用の推進 Ｐ５７ 人権・同和対策課

１） DV防止のための広報・啓発活動 30 DV防止のための広報・啓発活動 Ｐ５９ 人権・同和対策課

２） DV相談体制の充実 31 相談員の資質向上のための研修の実施 Ｐ６１ 人権・同和対策課

３） 被害者の緊急保護と救済体制の充実 32 被害者の保護のための関係機関との連携及び安全
確保のための直接的支援

Ｐ６３ 人権・同和対策課

33 DV被害者の自立に向けた支援 Ｐ６５ 人権・同和対策課

４） ハラスメント防止に関する取組の充実 34 ハラスメント防止のための意識啓発 Ｐ６７ 人権・同和対策課

35 市におけるセクシュアル・ハラスメント、パワーハラス
メントの防止に向けた取組

Ｐ６９ 総務課

⑴
地域における男女共
同参画の推進

地域社会において、
男女が支え合う

あらゆる暴力の根絶
及び被害者支援

女性の能力をいかせ
る就労環境の整備
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2

⑴

男女がともに健やか
に安心して暮らす

3

第２次田川市男女共同参画プラン　進捗管理シートの体系

働く場における男女
共同参画の推進

社会環境づくりへの
女性の参画促進

⑵

施策の方向基本目標

⑵

基本取組

⑴

１） 男女の対等な雇用機会と待遇の確保及
び支援

３） 企業等における女性の登用推進及び啓
発

多様な働き方を可能にする能力開発・就
職支援

１）

男女共同参画を推進するリーダーの育
成・活用

１）

働く場において男女が
ともに参画し、活躍す
る



　

めざす姿
事業
№

具　　体　　的　　施　　策 ページ 関　係　課

第２次田川市男女共同参画プラン　進捗管理シートの体系
施策の方向基本目標 基本取組

１） ひとり親家庭への支援 36 自立支援教育訓練給付金事業 Ｐ７１ 子育て支援課

37 高等職業訓練促進給付金等事業 Ｐ７３ 子育て支援課

38 ひとり親家庭等日常生活支援事業 Ｐ７５ 子育て支援課

39 児童虐待防止 Ｐ７７ 子育て支援課

40 高齢者の権利を尊重する啓発の推進 Ｐ７９ 高齢障害課

41 障がい者虐待防止のための啓発の推進 Ｐ８１ 高齢障害課

42 外国人の権利を尊重する啓発の推進 Ｐ８３ 人権・同和対策課

43 性的少数者の権利を尊重する啓発の推進 Ｐ８５ 人権・同和対策課

１） 心身の健康づくり支援の充実 44 生涯を通じた男女の健康支援の推進 Ｐ８７ 地域福祉課

45 健（検）診、健康相談、健康情報の提供 Ｐ８９ 地域福祉課

46 子どもの発達段階に応じた性教育の実施 Ｐ９１ 学校教育課

47 薬物乱用防止のための啓発の推進 Ｐ９３ 地域福祉課

48 薬物乱用防止のための教育の推進 Ｐ９５ 学校教育課

49 性と生殖の健康と権利に関する意識啓発 Ｐ９７ 地域福祉課

１） 男女共同参画を進める広報、啓発活動 50 様々な広報媒体による啓発の推進 Ｐ９９ 人権・同和対策課

51 公的広報の表現ガイドラインに沿った広報紙の編集 Ｐ１０１ 市長公室

52 「ゆめっせフェスタ」による啓発の推進 Ｐ１０３ 人権・同和対策課

２） 家庭・職場・地域における意識啓発 53 地域における学習機会の提供 Ｐ１０５
文化生涯学習課
人権・同和対策課

54 家庭における男女共同参画の意識啓発 Ｐ１０７ 人権・同和対策課

３） 社会制度・慣行の見直しに向けた意識啓
発

55 公的広報の表現ガイドラインの活用 Ｐ１０９ 人権・同和対策課

４） 男性の意識改革の促進 56 子育て支援センター事業への男性参加の促進 Ｐ１１１ 子育て支援課

57 介護への参画に関する意識啓発 Ｐ１１３ 高齢障害課

58 小中学校における男女平等教育の推進 Ｐ１１５ 学校教育課

59 保育・幼児教育者への学習機会の提供 Ｐ１１７
子育て支援課
人権・同和対策課

60 教職員に対する研修の実施 Ｐ１１９ 学校教育課

２） 男女平等の視点に立った社会教育等の
推進

61 人権・同和教育の推進 Ｐ１２１ 文化生涯学習課
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学校教育等における
男女共同参画の推
進

⑵

子ども、高齢者、障がい者、外国人及び
性的少数者等の人権を尊重する啓発の
推進

２）

生活上の困難や人
権課題を考える人々
への支援の充実

生涯を通じた心身の
健康支援

男女共同参画社会
の実現に向けた意識
改革

⑴

一人ひとりを尊重し、
男女共同参画意識が
浸透する

性と生殖の健康と権利についての理解促
進

２）

男女平等の視点に立った学校教育等の
推進

１）

⑵



1

(1)

1)

1

令和
３

年度

法律や制度に関する情報周知割合 ％ 100 100

令和
２

年度

法律や制度に関する情報周知割合 ％ 100 100

令和
元

年度

法律や制度に関する情報周知割合 ％ 100 100

平成
３０

年度

法律や制度に関する情報周知割合 ％ 100 100 100 A

Ａ
平成
２９

年度

法律や制度に関する情報周知割合 ％ 100 100 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

 イ）別に規則で定めていると回答した事業所の割合
介護休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めている事業所の割
合

% 6.1　41.8 10.0　47.3

令和
３

年度

育児・介護休業の整備について、ア）就業規則に明記していると回答した事業
所の割合　　　　　育児休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めて
いる事業所の割合

% 40.4　49.5 45.0　55.0

 イ）別に規則で定めていると回答した事業所の割合
介護休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めている事業所の割
合

% 6.1　41.8 10.0　47.3

令和
２

年度

育児・介護休業の整備について、ア）就業規則に明記していると回答した事業
所の割合　　　　　育児休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めて
いる事業所の割合

% 40.4　49.5 45.0　55.0

 イ）別に規則で定めていると回答した事業所の割合
介護休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めている事業所の割
合

% 6.1　41.8 ―

令和
元

年度

育児・介護休業の整備について、ア）就業規則に明記していると回答した事業
所の割合　　　　　育児休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めて
いる事業所の割合

% 40.4　49.5 ―

C
育児・介護休業の整備についてイ）別に規則で定めていると回
答した事業所の割合

％ 6.1 11.0 8.9 A

平成
３０

年度

育児・介護休業の整備についてア）就業規則に明記していると
回答した事業所の割合

％ 40.4 38.5 42.7

ー
育児・介護休業の整備についてイ）別に規則で定めていると回
答した事業所の割合

％ 6.1 ― ― ー

平成
２９

年度

育児・介護休業の整備についてア）就業規則に明記していると
回答した事業所の割合

％ 40.4 ― ―

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 法律や制度についての事業主への啓発

事業内容
男女共同参画に関する法律や育児・介護休業制度、家族経営協定制度等について、国や県と連携し、広報
たがわや市ホームページ等を活用した啓発活動を事業主に行います。

事業実績
（平成30年度）

福岡県、福岡労働局等からの依頼に基づき、法律や制度に関する情報を、市ホームページ記事掲載（2件）、
広報たがわ記事掲載（3件）、ポスター掲示（2件）、チラシ・パンフレット配架（14件）を行った。

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 男女の対等な雇用機会と待遇の確保及び支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 産業振興課 新産業創出係

記入者氏名 市村　績

1



令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

事業主に向けた各種制度等の周知について、チラシ・パンフレットの配布が主なものであり、配架して
いる市庁舎１階のチラシ配架台をこまめに整理し、関連した情報等をまとめていくことにより、来庁者に
わかりやすい設置を行っている。なお、平成29・30年度に実施したアンケートから、育児休業と介護休
業を分けて回答するように変更したため、平成30年度の成果指標の実績値は育児休業のみの数値と
なっている。平成30年度の成果指標の基準値及び目標値は、育児・介護休業の数値となっているた
め、正確な比較はできない。よって、成果指標の見直しが必要である。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

事業主に向けた各種制度等の周知を市ホームページやチラシ・パンフレットの配架等により行っている
が、その他の情報に埋もれてしまい、本当に情報が必要な事業主に届いているのかが課題である。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

2



1

(1)

1)

2

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 男女の対等な雇用機会と待遇の確保及び支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 柳井　妙子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 育児・介護休業制度の普及促進

事業内容
競争入札参加資格審査申請事業者に対し、育児・介護休業制度に関するアンケート調査を実施します。ま
た、アンケート結果を基に事業所への出前講座等を行い、育児・介護休業制度の普及促進に努めます。

事業実績
（平成30年度）

平成30年11月（物品・役務等：市内及び市外）、12月（建設工事・建設工事附帯業務新規登録：市内のみ）に
アンケートを実施し、91社から回答を得ました。
出前講座は、10月に白鳥工業団地工業会で実施しました。（参加者：男性17人）

ー

 イ）別に規則で定めていると回答した事業所の割合 % 6.1 ― ― ー

平成
２９

年度

育児・介護休業の整備について、
 ア）就業規則に明記していると回答した事業所の割合

% 40.4 ― ―

Ｃ

 イ）別に規則で定めていると回答した事業所の割合 % 6.1 11.0 8.9 A

平成
３０

年度

育児・介護休業の整備について、
 ア）就業規則に明記していると回答した事業所の割合

% 40.4 38.5 42.7

 イ）別に規則で定めていると回答した事業所の割合
介護休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めている事業所の割
合

% 6.1　41.8 ―

令和
元

年度

育児・介護休業の整備について、ア）就業規則に明記していると回答した事業
所の割合　　　　　育児休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めて
いる事業所の割合

% 40.4　49.5 ―

 イ）別に規則で定めていると回答した事業所の割合
介護休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めている事業所の割
合

% 6.1　41.8 10.0　47.3

令和
２

年度

育児・介護休業の整備について、ア）就業規則に明記していると回答した事業
所の割合　　　　　育児休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めて
いる事業所の割合

% 40.4　49.5 45.0　55.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

 イ）別に規則で定めていると回答した事業所の割合
介護休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めている事業所の割
合

% 6.1　41.8 10.0　47.3

令和
３

年度

育児・介護休業の整備について、ア）就業規則に明記していると回答した事業
所の割合　　　　　育児休業の整備について、就業規則及び別に規則を定めて
いる事業所の割合

% 40.4　49.5 45.0　55.0

A
男女共同参画出前講座実施回数 回 2 3 3 A

平成
２９

年度

アンケート調査実施回数 回 1 1 1

平成
３０

年度

アンケート調査実施回数 回 1 1 1 A
男女共同参画出前講座実施回数 回 2 1 3 Ｃ

令和
元

年度

アンケート調査実施回数 回 1 1

男女共同参画出前講座実施回数 回 2 3

男女共同参画出前講座実施回数 回 2 3
令和

２
年度

アンケート調査実施回数 回 1 1

令和
３

年度

アンケート調査実施回数 回 1 1

男女共同参画出前講座実施回数 回 2 3

3



平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

就業規則に明記している事業所割合は既に目標値に達しているため、見直しが必要。
育児・介護休業制度の整備が行えていない事業所を選定し出前講座を受けてもらうよう依頼していく。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は、「就業規則に明記している」と回答した事業者の割合は、基準値より低くなったが、「別に規則を定めている」と回
答した事業所の割合は目標値を上回った。アンケート対象の市内の事業所は、小規模の事業所が多いため制度の取組が遅れ
ていることが考えられる。今後は取組が進んでいない事業所に対する啓発方法を検討していきたい。なお、平成29・30年度に実
施したアンケートから、育児休業と介護休業を分けて回答するように変更したため、平成30年度の成果指標の実績値は育児休
業のみの数値となっている。平成30年度の成果指標の基準値及び目標値は、育児・介護休業の数値となっているため、正確な
比較はできない。よって、成果指標の見直しが必要である。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

4



1

(1)

1)

3

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 男女の対等な雇用機会と待遇の確保及び支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 学校教育課　 学校教育係

記入者氏名 大久保　裕樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 教職員を対象とした特定事業主行動計画の推進

事業内容
教職員を対象とした特定事業主行動計画に基づき、職員への計画の周知を図るとともに、制度の取得推進な
ど働きやすい職場づくりを進めます。

事業実績
（平成30年度）

育児休暇者数は女性が9名、男性が0名でした。
管理職（教頭以上）は33人中5名が女性で、管理職に占める女性職員の割合は15.2％でした。
教職員の時間外勤務の実態は、小学校で週平均12時間29分、中学校で週平均9時間40分でした（平成30年6
月時、7日間調査結果）

Ａ平成
２９

年度

管理職（教頭以上）に占める女性職員の割合 ％ 18.0 21.2 20.0

C平成
３０

年度

管理職（教頭以上）に占める女性職員の割合 ％ 21.2 15.2 22.0

令和
元

年度

管理職（教頭以上）に占める女性職員の割合 ％ 21.2 23.0

令和
２

年度

管理職（教頭以上）に占める女性職員の割合 ％ 21.2 24.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

管理職（教頭以上）に占める女性職員の割合 ％ 21.2 25.0

Ａ
平成
２９

年度

福岡県教職員事業主行動計画についての周知回数 回 1 各校１回 各校１回

平成
３０

年度

福岡県教職員事業主行動計画についての周知回数 回 1 各校１回 各校１回 A

令和
元

年度

福岡県教職員事業主行動計画についての周知回数 回 1 各校１回

令和
２

年度

福岡県教職員事業主行動計画についての周知回数 回 1 各校１回

令和
３

年度

福岡県教職員事業主行動計画についての周知回数 回 1 各校１回

5



平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

男性職員の育児休暇取得者が０人（該当者がいたかどうかは不明）だったが、職場において、男性職
員でも取得できるという意識や環境ができているかが課題。出産予定がある職員が、早めに上司、同
僚に相談できる風土をつくること、また男性の育児休暇取得事例を参考にして、職務の引継ぎやフォ
ロー体制づくりなどを研究しておくことで、意識や環境の改善を進めていきたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

今年度は、退職等による人事異動で、管理職に占める女性の割合が下がった。なお、今年度の管理職
試験に占める女性受験者の割合は23.１％（39人中9人）となっており、目標値設定が高いわけではな
い。今後も、管理職希望の女性教員の育成を進め、受験希望者の底上げを図っていくことで、将来の
改善につなげていく。特定事業主行動計画の職員への周知により、意識改善は進んでいる。しかし、
男性職員が育児休暇を取得するまでには至っていない。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

6



1

(1)

1)

4

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 男女の対等な雇用機会と待遇の確保及び支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 総務課 人事係

記入者氏名 蓑毛　ゆかり

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 人事評価制度の本格導入による公正・公平な人事処遇の実現

事業内容
　市職員の課長以上を対象とした人事評価研修会を実施し、評価の平準化を図り、客観的・具体的な評価に
基づく公正・公平な人事・給与等の処遇を行います。

事業実績
（平成30年度）

　被評価者に最も近い一次評価者である係長級を対象に研修を開催し、評価者としてのスキルアップを図っ
た。また、被評価者の立場で人事評価への理解を深めることを目的に、昨年度の主事級に続き主任級を対象
とした研修を開催した。
　【係長級】70/99人　70.7％　【主任級】108/133人　81.2％　【合計】178/232人　76.7％

-平成
２９

年度

人事評価制度が適正に運用されていると回答した職員の割合 ％ 30.8 - -

-平成
３０

年度

人事評価制度が適正に運用されていると回答した職員の割合 ％ 30.8 - 35

→「処遇（勤勉手当）反映の対象範囲」 16 16

令和
元

年度

人事評価制度が適正に運用されていると回答した職員の割合 ％ 30.8 40

→「処遇（勤勉手当）反映の対象範囲」 16 35

令和
２

年度

人事評価制度が適正に運用されていると回答した職員の割合 ％ 30.8 45

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

→「処遇（勤勉手当）反映の対象範囲」 16 35

令和
３

年度

人事評価制度が適正に運用されていると回答した職員の割合 ％ 30.8 50

A
平成
２９

年度

人事評価研修会参加率 ％ - 77.2 75

平成
３０

年度

人事評価研修会参加率 ％ - 76.7 75 A

令和
元

年度

人事評価研修会参加率 ％ - 75

80

83
令和

２
年度

人事評価研修会参加率 ％ - 75

令和
３

年度

人事評価研修会参加率 ％ - 75

85

7



平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　研修は、被評価者も対象にしたことで制度の理解を促進することができたと考える。研修の参加率は
ある程度確保できるため、今後も対象者や内容を都度検討し、より理解を深めたい。
　また、アンケートの実施を定期的に行う計画を立てたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　成果指標をアンケート結果の割合としているが、人事評価の反映自体、現在は管理職までに留まっ
ており、アンケートを実施、検証できる状態ではない。よって、成果指標を「処遇（勤勉手当）反映の対
象範囲」とし、現状の管理職のみを基準値（16％）、令和３年度までに係長級まで反映することを目標
値（35％）としたい。
　また、活動指標についても、目標値を2年連続で超えたため、目標値の設定を見直し、それに伴い参
加率向上の策を検討したい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・成果指標の見直しについては了承。 ・組織の中の階級制度を把握していないので、評価できな
い。

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

8



1

(1)

1)

5

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 男女の対等な雇用機会と待遇の確保及び支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 産業振興課 企業・商工振興係

記入者氏名 賀門 雅之、瀬戸口 貢

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 労働相談

事業内容
職場のトラブルを円満に解決するため、筑豊労働者支援事務所と連携し、「労働相談」を行いま
す。

事業実績
（平成30年度）

＜無料労働相談＞
・定例相談（毎月第4水曜日13時～16時※前日までの予約制）の件数は3件でした。
・随時相談（随時受付8時30分～17時※原則予約）の件数は3件でした。
※相談件数は相談者の相談内容ごとにカウント。

A平成
２９

年度

労働相談解決率 ％ 100 100 100

C平成
３０

年度

「無料労働相談（定例・随時）」における相談件数 件 7 6 7

令和
元

年度

「無料労働相談（定例・随時）」における相談件数 件 7 8

令和
２

年度

「無料労働相談（定例・随時）」における相談件数 件 7 9

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

「無料労働相談（定例・随時）」における相談件数 件 7 10

A
平成
２９

年度

労働相談開催回数 回 1回/月 1回/月 1回/月

平成
３０

年度

「広報たがわ」掲載による周知 回/月 1 1 1 A
「無料労働相談」・「子育て女性就職相談」案内チラシの発送 回/年 1 1 1 A

令和
元

年度

「広報たがわ」掲載による周知 回/月 1 1

「無料労働相談」・「子育て女性就職相談」案内チラシの発送 回/年 1 1

「無料労働相談」・「子育て女性就職相談」案内チラシの発送 回/年 1 1
令和

２
年度

「広報たがわ」掲載による周知 回/月 1 1

令和
３

年度

「広報たがわ」掲載による周知 回/月 1 1

「無料労働相談」・「子育て女性就職相談」案内チラシの発送 回/年 1 1
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平成
２９

年度

課題・問題点・改善策 今後の方向性

【成果】労働相談の実施によって、相談者の問題等が全て解決に至った。
【課題・問題点】毎月第4水曜日に開催している定例の無料労働相談件数（実績）は4件となっており、市役所で相談場
所を開所しても、相談日に相談（者）がないことがあった。
【改善策】福岡県筑豊労働者支援事務所と協議の上、平成30年度以降における定例の無料労働相談については、相談日
前日の12時までの事前予約制として開催することで合意した。（事前予約が無い場合は、開催しない。）
【その他】第5次総合計画実施計画に設定した指標と本シートの指標の整合が図られていないため、各指標について再
考の上、見直しを行いたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・労働相談はなくなることはない。そういう意味では相談窓
口が周知されて、相談件数が増えていった方が良い。
・活動指標は相談窓口の周知回数、成果指標は相談件
数。件数は増加目標とする。

平成
３０

年度

課題・問題点・改善策 今後の方向性

【課題・問題点】相談件数は6件と前年度並（前年度7件）であったが、開催回数は2回にとどまり、年間
（月一回）を通して開催するまでのニーズがない状況となっている。
【改善策】平成31年3月14日、筑豊労働者支援事務所と協議し、来年度は市ウェブサイトに、新たに無
料相談に関する記事を掲載する。また、改めて無料相談案内チラシを作成・発送する。引続き労働相
談の周知を図りながら、潜在する諸問題（相談事項）を掘り起こしていくことで合意した。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

課題・問題点・改善策 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

課題・問題点・改善策 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

課題・問題点・改善策 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

2)

6

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 仕事と子育て・介護の両立支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子ども未来係

記入者氏名 楠木伸彦

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 延長保育促進事業

事業内容
保護者の就労形態の多様化や長時間の通勤等に伴う保育時間の延長に対する需要に対応するため、通常
の保育時間を超えて延長保育を実施します。

事業実績
（平成30年度）

延長保育を実施する市内の民間保育所（6施設）に対し、延長保育を実施するために必要な経費の一部を補
助しました。
市内の保育所では、1日平均で約45人の児童が延長保育を利用しています。

A平成
２９

年度

延長保育事業利用希望者の利用率 ％ 100 100 100

A平成
３０

年度

延長保育事業利用希望者の利用率 ％ 100 100 100

「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実する
こと」と回答した人の割合

％ 29.7 ―

令和
元

年度

延長保育事業利用希望者の利用率 ％ 100 100

「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実する
こと」と回答した人の割合

％ 29.7 24.0

令和
２

年度

延長保育事業利用希望者の利用率 ％ 100 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実する
こと」と回答した人の割合

％ 29.7 24.0

令和
３

年度

延長保育事業利用希望者の利用率 ％ 100 100

C
平成
２９

年度

延長保育の延べ利用児童数 人 13,162 13,000 13,200

平成
３０

年度

延長保育の延べ利用児童数 人 13,162 11,256 13,200 C

令和
元

年度

延長保育の延べ利用児童数　延長保育事業実施箇所数 箇所 6 6

延長保育事業利用希望者の利用率 ％ 100 100

保育所入所申込時等における個別周知回数 回 1 1

延長保育事業利用希望者の利用率 ％ 100 100
令和

２
年度

延長保育の延べ利用児童数　延長保育事業実施箇所数 箇所 6 6

保育所入所申込時等における個別周知回数 回 1 1

令和
３

年度

延長保育の延べ利用児童数　延長保育事業実施箇所数 箇所 6 6

延長保育事業利用希望者の利用率 ％ 100 100

保育所入所申込時等における個別周知回数 回 1 1
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

延長保育の利用ニーズに合わせて柔軟に対応する必要があります。このため、市内の民間保育所と
連携しながら、保護者の仕事と子育ての両立を支援する重要施策として、事業を維持・継続していきま
す。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

審議会等の意見を踏まえ、男女共同参画の視点を持った事業展開、施策の方向性を、より明確にするため、成果指標及び活動
指標の見直しを行った。成果指標は、男女共同参画に関する市民意識調査項目の中から、「男女がともに仕事と家庭の両立をし
ていくために必要な条件」として「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実すること」と回答した市民の割合が多
かったことから、この割合を下げることを成果指標とする。これを基に活動指標を検討した結果、仕事の就業形態が多様化する
中で、延長保育事業は、仕事と家庭の両立支援において重要な役割を担っていることから、実際の利用環境に関する数値を活
動指標とする。本事業の推進については、保育士不足及び保育士の労働環境改善という保育現場の課題にも配慮しつつ、今後
も民間保育所に中心的な役割を担っていただきながら、事業継続とサービスの充実を図る。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント
・利用率が100％なので、目標は達成できている。活動指標を変
更した方がいい。
・第５次総合計画の指標と合わせる必要はない。成果指標に連
動した活動指標に変更する。変更した指標が次期の総合計画の
参考になる。
・変更した指標は成果・課題・今後の方向性の欄に記載しておく。

・新規登録者数も出してほしい。新規が増えていれば、周知でき
ていることがわかる。
・第５次総合計画の目標値の根拠がわからないので、見直しに関
する判断はできない。
・男女共同参画の視点で言えば、延長保育を利用しなくてもいい
ような職場環境に変えていくことを考えるべきではないか。

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

2)

7

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 仕事と子育て・介護の両立支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子ども未来係

記入者氏名 楠木伸彦

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 一時保育事業

事業内容
就労形態の多様化に対する一時的な保育や、専業主婦家庭等の育児疲れ解消、緊急時の保育等を行いま
す。また、保護者の傷病・入院・災害・事故、育児等に伴う心理的・肉体的負担の解消等により、緊急・一時的
に保育が必要となる児童に対する保育を実施します。

事業実績
（平成30年度）

市内の公立保育所1施設（定員10人）、民間保育所1施設（定員5人）で一時保育事業を実施しました。民間保
育所に対しては、一時保育事業を実施するために必要な経費の一部を補助しました。なお、両施設合わせ
て、1日平均で約6人の利用がありました。平成30年度民間保育所一時保育利用者数67人（平成29年度242
人）

C平成
２９

年度

一時保育事業申込者（利用希望者）利用率 ％ 100 99.5 100

C平成
３０

年度

一時保育事業申込者（利用希望者）利用率 ％ 100 99.5 100

「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実する
こと」と回答した人の割合

％ 29.7 ―

令和
元

年度

一時保育事業申込者（利用希望者）利用率 ％ 100 100

「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実する
こと」と回答した人の割合

％ 29.7 24.0

令和
２

年度

一時保育事業申込者（利用希望者）利用率 ％ 100 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実する
こと」と回答した人の割合

％ 29.7 24.0

令和
３

年度

一時保育事業申込者（利用希望者）利用率 ％ 100 100

C
平成
２９

年度

一時保育事業の延べ利用児童数 人 2,175 1,991 2,300

平成
３０

年度

一時保育事業の延べ利用児童数 人 2,175 1,763 2,300 C

令和
元

年度

一時保育事業の延べ利用児童数 人 2,175 2,300

保育所入所申込時等における個別周知回数 回 1 1

一時保育事業申込者（利用希望者）利用率 ％ 100 100

保育所入所申込時等における個別周知回数 回 1 1
令和

２
年度

一時保育事業の延べ利用児童数 人 2,175 2,300

一時保育事業申込者（利用希望者）利用率 ％ 100 100

令和
３

年度

一時保育事業の延べ利用児童数 人 2,175 2,300

保育所入所申込時等における個別周知回数 回 1 1

一時保育事業申込者（利用希望者）利用率 ％ 100 100
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

一時保育の利用ニーズは増加傾向にあります。このため、市内の民間保育所と連携しながら、保護者
の仕事と子育ての両立を支援する重要施策として、事業を維持・継続していきます。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

審議会等の意見を踏まえ、男女共同参画の視点を持った事業展開、施策の方向性を、より明確にするため、成果指標及び活動
指標の見直しを行った。成果指標は、男女共同参画に関する市民意識調査項目の中から、「男女がともに仕事と家庭の両立をし
ていくために必要な条件」として「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実すること」と回答した市民の割合が多
かったことから、この割合を下げることを成果指標とする。これを基に活動指標を検討した結果、一時保育事業については、育児
疲れのほか、緊急かつ突発的な利用が多いことから、子育て中の保護者に事業の存在を知っていただき、子育て環境が整って
いるという安心感を与えることが重要であることから、事業の周知を活動指標に入れる。また、保育士不足の状況下であるが、民
間保育所の協力を得ながら、現在の利用定員枠を維持継続する。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント
・第５次総合計画の指標と合わせる必要はない。成果指標に連
動した活動指標に変更した方がいい。
・変更した指標は成果・課題・今後の方向性の欄に記載しておく。

・新規利用者がどのくらい増えているかがわかった方がい
い。

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

2)

8

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 仕事と子育て・介護の両立支援

Ａ平成
２９

年度

病児・病後児保育 利用希望者の利用率 ％ 100 100

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子ども未来係

記入者氏名 楠木　伸彦

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 病児・病後児保育事業

事業内容
保護者が就労している場合等において、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合に、専用施設で一
時的に保育を実施します。

事業実績
（平成30年度）

自宅での保育が困難な病気の児童、延べ約181人を専用施設において一時的に保育しました。

100

C平成
３０

年度

病児・病後児保育 利用希望者の利用率 ％ 100 99.0 100

「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実する
こと」と回答した人の割合

％ 29.7 ―

令和
元

年度

病児・病後児保育 利用希望者の利用率 ％ 100 100

「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実する
こと」と回答した人の割合

％ 29.7 24.0

令和
２

年度

病児・病後児保育 利用希望者の利用率 ％ 100 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実する
こと」と回答した人の割合

％ 29.7 24.0

令和
３

年度

病児・病後児保育 利用希望者の利用率 ％ 100 100

C
平成
２９

年度

病児・病後児保育 延べ利用児童数 人 225 199 230

平成
３０

年度

病児・病後児保育 延べ利用児童数 人 225 181 230 C
保育所入所申込時等における個別周知回数 回 0 1 1 Ａ
広報による周知回数 回 0 0 1 C

令和
元

年度

保育所入所申込時等における個別周知回数 回 0 1

広報による周知回数 回 0 1

病児・病後児保育 延べ利用児童数　利用希望者の利用率 ％ 100 100

広報による周知回数 回 0 1
令和

２
年度

保育所入所申込時等における個別周知回数 回 0 1

病児・病後児保育 延べ利用児童数　利用希望者の利用率 ％ 100 100

令和
３

年度

保育所入所申込時等における個別周知回数 回 0 1

広報による周知回数 回 0 1

病児・病後児保育 延べ利用児童数　利用希望者の利用率 ％ 100 100
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

病児・病後児保育のニーズは確実にありますが、感染症等の発生動向等により、利用時期が偏る傾向
にあります。利用手続きの改善など、利便性の向上を図るとともに、運営面においても、効率的で柔軟
な体制を確保していく必要があります。今後も、安心して子育てできる環境を整えるため、事業を継続し
ていきます。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント
・活動指標がＣ、成果指標がＡとなっているので、活動と成果が関連してい
ないのではないか。利用児童数が減少することは悪いことではない。成果
指標がＡなので、利用したい人は利用できている。
・施設の周知を活動指標にすべきである。
・利用率を成果指標にしたら、際限なく受け入れ人数を増やしていくことに
なるのではないか。これは今後の課題としたい。

・利用希望者の利用率を成果指標とすることを了承。
・活動指標がＣ判定、成果指標がＡ判定ということはありう
る。質と量が違うのは当然である。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

審議会等の意見を踏まえ、男女共同参画の視点を持った事業展開、施策の方向性を、より明確にするため、成果指標及び活動
指標の見直しを行った。成果指標は、男女共同参画に関する市民意識調査項目の中から、「男女がともに仕事と家庭の両立をし
ていくために必要な条件」として「地域の保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実すること」と回答した市民の割合が多
かったことから、この割合を下げることを成果指標とした。これを基に活動指標を検討した結果、病児・病後児保育事業について
は、施設の利用よりも、子育て中の保護者に事業の存在を知っていただき、子育て環境が整っているという安心感を与えること
が重要であることから、事業の周知を活動指標の中心に据える。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント
・昨年追加した活動指標（広報による周知回数）が実施できなかったことの
方が、利用人数が減少したことよりも問題なのではないか。
・目標を達成するために必要な活動が活動指標である。昨年も同じ指摘を
受けている。
・第５次総合計画の指標と合わせる必要はない。活動指標を変更した方
がいい。
・変更した指標は成果・課題・今後の方向性の欄に記載しておく。

・利用したい人が利用できたかどうかの評価でいいのではない
か。
・広報による周知回数の目標値１回は少ない。もう少し努力して
ほしい。
・利用者数は病気の流行に左右されるので、活動指標（延べ利用
児童数）の見直しを検討してほしい。

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

2)

9

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 仕事と子育て・介護の両立支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子ども未来係

記入者氏名 松岡　恵子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 ファミリーサポートセンター事業

事業内容
おねがい会員、まかせて会員及び両方会員登録者が子育ての相互援助を行うため、まかせて会員養成講習
会や会員交流会を開催します。また、事業について広報たがわや市ホームページ等を活用し、周知します。

事業実績
（平成30年度）

まかせて会員養成講習会の開催に際し、広報たがわやチラシの配布で周知を行い、会員の増加に努めまし
た。
両方会員を含めまかせて会員は10名増加し、利用件数も増加しました。

―平成
２９

年度

ファミリーサポートセンター延べ利用世帯数 世帯/年 75 - 90

A平成
３０

年度

ファミリーサポートセンター延べ利用件数 件数/年 211 268 230

令和
元

年度

ファミリーサポートセンター延べ利用件数 件数/年 211 250

令和
２

年度

ファミリーサポートセンター延べ利用件数 件数/年 211 270

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

ファミリーサポートセンター延べ利用件数 件数/年 211 290

Ａ
おねがい会員登録人数 人 140 181 150 Ａ

平成
２９

年度

まかせて会員登録人数（両方会員含む） 人 23 34 28

平成
３０

年度

まかせて会員登録人数（両方会員含む） 人 23 44 33 Ａ
おねがい会員登録人数 人 140 220 200 Ａ

令和
元

年度

まかせて会員登録人数（両方会員含む） 人 23 38

おねがい会員登録人数 人 140 250

おねがい会員登録人数 人 140 300
令和

２
年度

まかせて会員登録人数（両方会員含む） 人 23 43

令和
３

年度

まかせて会員登録人数（両方会員含む） 人 23 48

おねがい会員登録人数 人 140 350
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

依頼会員は増加していますが、提供会員（まかせて会員）の増加については、今なお課題です。今後も
事業の周知を行い、まかせて会員の増加を図ります。
また、会員相互の交流会や研修等を開催することで、援助活動の「質」の維持や向上も図ります。
なお、利用世帯数の算出は困難であり、事業の性質上、利用件数の把握がより有意義であることか
ら、平成30年度から、成果指標を利用件数に見直します。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・成果指標の見直しについて了承。 ・成果指標の見直しについて了承。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

提供会員の増加により、ニーズに合せたマッチングが可能となるため、今後もまかせて会員養成講習
会の周知を行います。また、会員相互の交流会や研修等を開催することで、援助活動の「質」の維持や
向上を図ります。
なお、幼児教育・保育の利用料完全無償化に伴い、保育の必要性が認められる利用者については、
無償化の対象となり経済的負担を軽減できるため、利用件数の増加も考えられます。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

2)

10

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 仕事と子育て・介護の両立支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 学校教育課　 学校教育係

記入者氏名 石本光輝

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 放課後児童クラブの充実

事業内容
全学年受入れの実施等による登録児童の増や多様化する保護者ニーズに対応するため、小学校の空き教
室の利用等、環境整備に努め、学習支援を実施します。また、民営化を含めた運営方法の検討も進めます。

事業実績
（平成30年度）

今年度から開所時間を18時までから18時30分までと30分延長し、減免対象をひとり親から市町村民税非課税
世帯に変更し、受け皿を広げた。一方、民営化の検討については児童クラブだけでなく、教育委員会全体で
の包括的な民間委託に向けた協議を開始した。その一方で、当該年度に行う予定であったアンケートについ
ては実施ができなかった。

A平成
２９

年度

放課後児童クラブに満足していると思う保護者割合 ％ 94.9 100 100

A平成
３０

年度

放課後児童クラブに満足していると思う保護者割合 ％ 94.9 100 100

令和
元

年度

放課後児童クラブに満足していると思う保護者割合 ％ 94.9 100

令和
２

年度

放課後児童クラブに満足していると思う保護者割合 ％ 94.9 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

放課後児童クラブに満足していると思う保護者割合 ％ 94.9 100

A
平成
２９

年度

放課後児童クラブへの受入率 ％ 100 100 100

平成
３０

年度

放課後児童クラブへの受入率 ％ 100 100 100 A

令和
元

年度

放課後児童クラブへの受入率 ％ 100 100

令和
２

年度

放課後児童クラブへの受入率 ％ 100 100

令和
３

年度

放課後児童クラブへの受入率 ％ 100 100
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成29年度に利用料と利用時間延長に関するアンケートを実施し、平成30年度から利用時間を「18時
まで」から「18時30分まで」に延長した。料金や時間設定などの運営形態に関しては、概ね満足を得ら
れていると考えられるが、保護者のニーズと満足度の視点がどこにあるのかを確認し、民営化を含め
た運営方法の検討を進めていくことが課題。平成30年度以降、利用者の意識調査（アンケート）の実施
を検討したい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

今年度から利用時間を「18時まで」から「18時30分まで」に延長し、減免の対象を「ひとり親世帯」から
「市町村民税非課税世帯」に変更した（生活保護世帯の減免は継続）。料金や時間設定などの運営形
態に関しては、概ね満足を得られていると考えられるが、平成32年度から教育委員会業務の一部につ
いて業務委託を予定しており、保護者のニーズと満足度の視点がどこにあるのかを確認し、民営化へ
向けた検討（料金設定を含めた運営方法について）を進めていくことが課題となる。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

2)

11

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 仕事と子育て・介護の両立支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子ども未来係

記入者氏名 河野　菜々美

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 子育て支援事業

事業内容
子育てサークル支援、出張子育て支援、育児講座、子育てボランティア養成講座等を行い、地域の子育て力
の向上を図ります。

事業実績
（平成30年度）

出張子育て支援、子育てサークル支援を年間通して8回行った。育児講座では今年度から県立大学と連携し
プログラム型の連続講座(前向き子育てプログラム）を年6回開催した。(参加人数大人42人、小人41人）　ま
た、にこにこ子育て講座（子育てのヒントになる・母親がリフレッシュできる・親子で楽しむ等の内容）を年15回
開催した。（参加人数大人132人、小人164人）

Ｂ平成
２９

年度

子育て支援センター事業延べ参加者数 人 11,047 11,445 11,600

Ｂ平成
３０

年度

子育て支援センター事業延べ参加者数 人 11,047 11,098 11,600

令和
元

年度

子育て支援センター事業延べ参加者数 人 11,047 11,600

令和
２

年度

子育て支援センター事業延べ参加者数 人 11,047 11,600

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

子育て支援センター事業延べ参加者数 人 11,047 11,600

Ｃ
子育てボランティア養成講座参加者数 人 72 28 80 Ｃ

平成
２９

年度

出張子育て支援回数 回 14 14 16

子育て支援講座参加者数 人 156 349 210 Ａ

平成
３０

年度

出張子育て支援回数 回 14 8 16 Ｃ
子育てボランティア養成講座参加者数 人 72 - 80 -
子育て支援講座参加者数 人 156 378 210 A

令和
元

年度

出張子育て支援回数 回 14 16

子育てボランティア養成講座参加者数 人 72 80

子育て支援講座参加者数 人 156 210

子育てボランティア養成講座参加者数 人 72 80
令和

２
年度

出張子育て支援回数 回 14 16

子育て支援講座参加者数 人 156 210

令和
３

年度

出張子育て支援回数 回 14 16

子育てボランティア養成講座参加者数 人 72 80

子育て支援講座参加者数 人 156 210
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

子育てに関する情報が氾濫していて、困り感をもった保護者が増えているように感じる反面、専門機関
へのニーズは高まっている。様々な子育て講座の開催回数を増やしたり、保健センターとの連携により
支援センターの保育士が乳児健診に入ったり、センター室にて助産師の育児相談やマタニティ講座を
開催したことで、相談業務の充実を図ることが出来た。今後も連携をしながら子育て支援事業の充実を
引き続き図っていく。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

プログラム型の連続講座、様々な内容の講座を開催し保護者の困り感を軽減できた。昨年度に引き続
き保健センターとの連携をとることで相談業務の充実が図れた。今後も引き続き連携を取っていく。支
援センター内での行事や親子サロンの内容をより充実させる形での子育て支援も行っていく。平成29
年度まで子育てボランティア養成講座を実施していたが、参加者数が少なかったため、にこにこ子育て
講座等保護者が参加しやすい内容の講座にシフトし、参加者の中から子育てボランティアの勧誘を
行っている。このため活動指標の子育てボランティア養成講座参加者数を削除したい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

2)

12

チラシ配布回数

チラシ配布回数

チラシ配布回数

チラシ配布回数

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 仕事と子育て・介護の両立支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子育て支援係

記入者氏名 長野美紀

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 児童家庭相談

事業内容
家庭児童相談員及び保健師といった専門相談員が児童の養育など家庭内の様々な問題についての相談を
受け、支援を行います。また、子育て支援課（子ども相談ホットライン）の相談窓口について周知し、利用を促
すことで育児不安等の軽減を図ります。

事業実績
（平成30年度）

児童家庭相談件数　319件

ー平成
２９

年度

行政の相談窓口を利用したことがある人の割合 ％ 4.6 ― 10.0

Ａ平成
３０

年度

児童虐待による死亡件数 件 0 0 0

令和
元

年度

児童虐待による死亡件数 件 0 0

令和
２

年度

児童虐待による死亡件数 件 0 0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

児童虐待による死亡件数 件 0 0

Ａ
チラシ配布回数 回 1 1 1 Ａ

平成
２９

年度

相談窓口周知回数 回 1 1 1

平成
３０

年度

相談窓口周知回数 回 1 1 1 Ａ
回 1 1 1 Ａ

令和
元

年度

相談窓口周知回数 回 1 1

回 1 1

回 1 1
令和

２
年度

相談窓口周知回数 回 1 1

令和
３

年度

相談窓口周知回数 回 1 1

回 1 1
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

家庭児童相談員１名欠員のままの体制でした。平成30年度は家庭児童相談員3名、保健師3名（1名
増）の体制の充実を図り、対応し、丁寧な支援を行います。
また、引き続き、広報やチラシ、ホームページ等で相談窓口の周知に努めます。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は家庭児童相談員3名、保健師3名となり体制の充実を図ることができました。今後は相談
員としてのスキルアップと質の維持が課題です。
相談窓口については、引き続き、広報やチラシ、ホームページ等での周知に努めます。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

2)

13

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 仕事と子育て・介護の両立支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 地域福祉課 保健センター

記入者氏名 坂元　友理子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 母子保健施策の充実

事業内容
乳児家庭全戸訪問、乳幼児健診等において、乳幼児の発達状況、保護者の育児不安やストレス等を把握し、
関係機関と連携して助言や支援を行います。

事業実績
（平成30年度）

乳児家庭全戸訪問事業や乳幼児健診、育児相談等の母子保健事業において、保護者の育児不安や困りご
とを把握し相談支援を行った。
対象家庭のうち、医療機関に入院中や転出等で全家庭に訪問できない場合があるが、家庭の状況確認は出
来ている。

B平成
２９

年度

乳児家庭訪問率 ％ 97.8 99.2 100

B平成
３０

年度

乳児家庭訪問率 ％ 97.8 99.1 100

出産後、育児に不安を抱える割合 ％ 8.5 7.0

令和
元

年度

乳児家庭訪問率 ％ 97.8 100

出産後、育児に不安を抱える割合 ％ 8.5 7.0

令和
２

年度

乳児家庭訪問率 ％ 97.8 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

出産後、育児に不安を抱える割合 ％ 8.5 7.0

令和
３

年度

乳児家庭訪問率 ％ 97.8 100

A
平成
２９

年度

母子手帳交付率 ％ 100 100 100

平成
３０

年度

母子手帳交付率 ％ 100 100 100 A

令和
元

年度

母子手帳交付率 ％ 100 100

乳幼児健診実施回数 回 48 48

産前産後サポート事業（助産師による育児相談・保育士による保育
回数）

回 55 60

乳幼児健診実施回数 回 48 48
令和

２
年度

母子手帳交付率 ％ 100 100

産前産後サポート事業（助産師による育児相談・保育士による保育
回数）

回 55 60

令和
３

年度

母子手帳交付率 ％ 100 100

乳幼児健診実施回数 回 48 48

産前産後サポート事業（助産師による育児相談・保育士による保育
回数）

回 55 60
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

乳幼児家庭全戸訪問が実施できない家庭や乳幼児健診に来れない対象者については、他機関と連携
して実態の把握を努める必要がある。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

乳幼児家庭全戸訪問が実施できない家庭や乳幼児健診に来れない対象者については、他機関と連携して実態
の把握を努め、全家庭の状況は把握できている。今後も、電話や訪問等を行い、全家庭の状況把握に努め、育
児支援を行う。成果指標の「乳児家庭訪問率」の基準値は97.8%であったため、基準値を97.8%に見直したい。ま
た、第5次総合計画実施計画事業の成果指標及び活動指標と相違しているため、成果指標に、「出産後、育児に
不安を抱える割合」を追加し、活動指標を「母子手帳交付率」から「乳幼児健診実施回数」と「産前産後サポート事
業（助産師による育児相談・保育士による保育回数）」に見直したい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

2)

14

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 仕事と子育て・介護の両立支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 高齢障害課 高齢介護係

記入者氏名 渡辺　阿津子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 介護保険制度等の在宅支援サービスについての周知徹底

事業内容
広報たがわや市ホームページ等を活用し、介護保険制度の周知を図ります。
また、田川市高齢者福祉事業のチラシを全戸配布し、事業の周知を図ります。

事業実績
（平成30年度）

・広報たがわ7/15号及び市ホームページにおいて、介護保険制度について周知を図りました。
・田川市高齢者福祉事業のチラシを6/1号広報たがわに折り込み、全戸配布するとともに地域包括支援セン
ター及び保健センターに設置し、多くの人に事業案内できるよう努めました。

ー平成
２９

年度

以前に職業を持っていた人の仕事をやめた理由について、「老人や
病人の介護が十分にできないから」と回答した人の割合

％ 11.6 ― ―

A平成
３０

年度

以前に職業を持っていた人の仕事をやめた理由について、「老人や
病人の介護が十分にできないから」と回答した人の割合

％ 11.6 10.5 10.8

令和
元

年度

以前に職業を持っていた人の仕事をやめた理由について、「老人や
病人の介護が十分にできないから」と回答した人の割合

％ 11.6 ―

令和
２

年度

以前に職業を持っていた人の仕事をやめた理由について、「老人や
病人の介護が十分にできないから」と回答した人の割合

％ 11.6 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

以前に職業を持っていた人の仕事をやめた理由について、「老人や
病人の介護が十分にできないから」と回答した人の割合

％ 11.6 10.0

A
平成
２９

年度

在宅支援サービスに関する周知回数 回 2 2 2

平成
３０

年度

在宅支援サービスに関する周知回数 回 2 2 2 A

令和
元

年度

在宅支援サービスに関する周知回数 回 2 2

令和
２

年度

在宅支援サービスに関する周知回数 回 2 2

令和
３

年度

在宅支援サービスに関する周知回数 回 2 2
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　周知事業については、現在のところ課題等はありませんが、制度や事業についての周知を図ること
で、高齢者自身の選択により必要なサービスを受けたり自立を支援することに繋がることから、今後も
継続して取り組んでいきます。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　周知事業については、現在のところ課題等はありませんが、制度や事業についての周知を図ること
で、高齢者自身の選択により必要なサービスを受けたり自立を支援することに繋がることから、今後も
継続して取り組んでいきます。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

2)

15

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 仕事と子育て・介護の両立支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 総務課 人事係

記入者氏名 蓑毛　ゆかり

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 男性職員の育児参加の促進

事業内容
　市職員を対象とした特定事業主行動計画に基づき、男性職員に対して、妻の出産に伴う休暇・育児休業及
び妻の産前産後に伴う育児参加休暇について説明し、取得促進を図ります。また、特定事業主行動計画を庁
内ネットワークの電子書庫に掲載し、育児休業について周知を図ります。

事業実績
（平成30年度）

　出産・育児にかかる制度及び休暇について、一覧表を庁内ネットワークの電子書庫に掲載している。
　なお、休暇取得数の集計については、特定事業主行動計画に基づき、1月～12月で整理している。
 ※妻の出産手続を行った男性職員　H29年度：9人　　H30年度：9人

B

育児休暇取得率 ％ 0 0 1.0 C

平成
２９

年度

育児参加のための休暇＋配偶者の出産に伴う休暇取得日数 日 2.1 2.8 3.0

A

育児休暇取得率 ％ 0 0 2.0 C

平成
３０

年度

育児参加のための休暇＋配偶者の出産に伴う休暇取得日数 日 2.1 3 3

育児休暇取得率 ％ 0 3.0

令和
元

年度

育児参加のための休暇＋配偶者の出産に伴う休暇取得日数 日 2.1 3

育児休暇取得率 ％ 0 4.0

令和
２

年度

育児参加のための休暇＋配偶者の出産に伴う休暇取得日数 日 2.1 4

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

育児休暇取得率 ％ 0 5.0

令和
３

年度

育児参加のための休暇＋配偶者の出産に伴う休暇取得日数 日 2.1 5

A
平成
２９

年度

妻の出産手続を行った男性職員に対する制度の説明割合 ％ 100 100 100

平成
３０

年度

妻の出産手続を行った男性職員に対する制度の説明割合 ％ 100 100 100 A

令和
元

年度

妻の出産手続を行った男性職員に対する制度の説明割合 ％ 100 100

令和
２

年度

妻の出産手続を行った男性職員に対する制度の説明割合 ％ 100 100

令和
３

年度

妻の出産手続を行った男性職員に対する制度の説明割合 ％ 100 100
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　制度について周知は図っているものの、休暇の取得日数等が伸びないのは、あえて夫が対応しなく
てもよい環境であったり、職場において未だに男性がその種の休暇を取りにくい雰囲気であったりする
ことが考えられる。
　今後は、「女性の社会参加推進のため」との観点で、周知方法を検討したい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　男性職員の育児参加休暇については、目標を達成したが、男性の育児休業については、前年度同
様取得がない状況である。
　次年度以降は、制度がより浸透するような周知及び説明方法を検討し、取得率の向上に繋げたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

・国が男性の育児休暇の取得を義務化することを待つしか
ない。
・成果指標（育児休暇取得率）の継続については了承。

・妻の出産手続きを行った男性職員に対する制度の説明割合の
実績値が100％になっているが、対象者がいなかった場合の実績
値は―になるのではないか。（別途配付資料の平成29年度の対
象者数が0人になっているため）
・妻の出産手続きを行った男性職員の人数を記載してほしい。

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

4)

16

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 企業等における女性の登用推進及び啓発

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 総務課 人事係

記入者氏名 蓑毛　ゆかり

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 女性職員の研修への参加促進

事業内容
　本市研修計画において、主要な取組事項として掲げる研修会へ、職制に応じて参加を促進し、女性職員の
人材育成を行います。

事業実績
（平成30年度）

　市町村アカデミーや福岡県市町村職員研修所で開催される研修に女性職員を派遣した。特に、福岡県市町
村職員研修所へは、定められた人数の中あらかじめ女性枠を設け、確実な女性の参加を図った。研修内容
及び参加人数は別紙
　また、庁内では、昨年度実施した女性職員キャリアアップ研修の未受講者に対して同研修を開催し、2か年
で40歳代の女性職員が全員受講する機会を設けた。【参加者（のべ）】43/46人　93.5％

C平成
２９

年度

課長補佐以上の女性職員の割合 ％ 13.0 10.5 13.0

C平成
３０

年度

課長補佐以上の女性職員の割合 ％ 13.0 12.0 14.0

令和
元

年度

課長補佐以上の女性職員の割合 ％ 13.0 16.0

令和
２

年度

課長補佐以上の女性職員の割合 ％ 13.0 18.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

課長補佐以上の女性職員の割合 ％ 13.0 19.0

C
平成
２９

年度

キャリア形成及びマネジメント強化のため、女性職員を派遣した（市町村研修
所、市町村アカデミー、国際文化アカデミー）研修件数

件 12 10 12

平成
３０

年度

キャリア形成及びマネジメント強化のため、女性職員を派遣した（市町村研修
所、市町村アカデミー、国際文化アカデミー）研修件数

件 12 19 14 A

令和
元

年度

キャリア形成及びマネジメント強化のため、女性職員を派遣した（市町村研修
所、市町村アカデミー、国際文化アカデミー）研修件数

件 12 16

令和
２

年度

キャリア形成及びマネジメント強化のため、女性職員を派遣した（市町村研修
所、市町村アカデミー、国際文化アカデミー）研修件数

件 12 18

令和
３

年度

キャリア形成及びマネジメント強化のため、女性職員を派遣した（市町村研修
所、市町村アカデミー、国際文化アカデミー）研修件数

件 12 20
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　各研修所への派遣は、年度当初に計画を立てていたものの、日常業務等の都合もあり、目標を達成
できなかった。次年度以降は、より積極的な派遣となるよう計画、周知したい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　研修の受講対象者について女性枠を設けた上、年代や経験年数に一定のルールを定めて選定した
ため、計画的に女性の参加件数を増やすことができ、活動指標は余裕を持って目標を達成できた。
　しかしながら、研修の受講は、長期的に将来を見据えてキャリアアップを図るものであり、直ちに女性
の管理職登用について成果が現れるものではないため、今後も計画的に女性の研修参加を促し、管
理職登用に繋げたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント
・将来管理職を担ってもらいたいという思いから、女性職員を県へ
長期派遣している。以前はそうではなかった。今後も積極的に実
施していきたい。
・成果指標の継続については了承。

・派遣件数だけではなく、人数も追加してほしい。
・キャリア形成及びマネジメント強化のための研修となっている
が、５年間同じでは意味がない。量より質が問題。研修の内容が
わからないので評価しづらい。
・男女両方が学べる機会を増やしているという意味で、男性の研
修派遣 人数もカッコ書きで入れてもいいのではないか。

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

3)

17

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 企業等における女性の登用推進及び啓発

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 柳井　妙子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 企業等への女性の積極的登用の働きかけ

事業内容
広報たがわやゆめっせ通信、市ホームページ等を活用し、企業等に対して女性の積極的登用に関する研修
会等の情報を提供します。また、企業へ女性の登用促進に関する出前講座を行うなどして、啓発を進めま
す。

事業実績
（平成30年度）

市ホームページに、独立行政法人が実施する企業向け「女性活躍促進セミナー」、県が実施する企業向け「女性活躍推
進の取組に向けた専門家派遣」について掲載しました。
競争入札参加資格審査申請時に市内事業所にアンケートを実施しました。事業所への出前講座は、1か所（白鳥工業団
地工業会）で実施しました。

ー平成
２９

年度

事業所における女性管理職割合 ％ 21.2 ― ―

Ｃ平成
３０

年度

事業所における女性管理職割合 ％ 21.2 13.5 22.6

令和
元

年度

事業所における女性管理職割合 ％ 21.2 ―

令和
２

年度

事業所における女性管理職割合 ％ 21.2 24.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

事業所における女性管理職割合 ％ 21.2 24.0

A
平成
２９

年度

出前講座件数 件 3 3 3

平成
３０

年度

出前講座件数 件 3 1 3 Ｃ

令和
元

年度

出前講座件数 件 3 3

令和
２

年度

出前講座件数 件 3 3

令和
３

年度

出前講座件数 件 3 3
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

事業所における女性管理職割合は、既に目標値に達しているため、見直しが必要。
女性管理職割合が低い事業所を選定し出前講座を受けてもらうよう依頼していく。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

事業所における女性管理職割合は大幅に下がり13.5％という結果であった。
女性管理職割合が低い事業所に対して、情報提供の手段、発信の方法を工夫していく必要がある。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

（１）

4)

18

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 働く場における男女共同参画の推進

施策の方向 ワーク・ライフ・バランスの意識啓発

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 柳井　妙子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 ワーク・ライフ・バランスの意識啓発

事業内容
ワーク・ライフ・バランスについての理解を深めるため、広報たがわやゆめっせ通信、市ホームページ等を活
用した情報提供や事業所への出前講座を行うなどして、啓発を進めます。

事業実績
（平成30年度）

広報たがわ（9/1号）に県が実施する「育児休業者職場復帰支援事業」を、広報たがわ（10/15号）に「働き方改革関連法
説明会」の案内をそれぞれ掲載し、ホームページにも掲載しました。
出前講座は、上伊田西女性の会、桐ヶ丘区、白鳥工業団地工業会、保育所（園）長会議の4か所で実施しました。そのう
ち事事所への出前講座は1か所（白鳥工業団地工業会）でした。

ー平成
２９

年度

ワーク・ライフ・バランスについて「見たり聞いたりしたことがあ
る」と回答した人の割合

％ 23.3 ― ―

A平成
３０

年度

ワーク・ライフ・バランスについて「見たり聞いたりしたことがあ
る」と回答した人の割合

％ 23.3 26.7 26.7

令和
元

年度

ワーク・ライフ・バランスについて「見たり聞いたりしたことがあ
る」と回答した人の割合

％ 23.3 ―

令和
２

年度

ワーク・ライフ・バランスについて「見たり聞いたりしたことがあ
る」と回答した人の割合

％ 23.3 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

ワーク・ライフ・バランスについて「見たり聞いたりしたことがあ
る」と回答した人の割合

％ 23.3 30.0

A
平成
２９

年度

出前講座件数 件 3 5 3

平成
３０

年度

出前講座件数 件 3 4 3 A

令和
元

年度

出前講座件数 件 3 3

令和
２

年度

出前講座件数 件 3 3

令和
３

年度

出前講座件数 件 3 3
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

出前講座の内容は、ワーク・ライフ・バランスだけに特化したものではないが、「男女共同参画社会の実
現について」をテーマにしているので、その中で啓発を行っている。今後は事業所への出前講座件数を
増加させることが課題である。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

ワーク・ライフ・バランスの認知度は目標値に達したが、今後も一層の啓発が望まれる。事業所への出
前講座が少ないため、回数を増やすことが課題である。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

(2)

1)

19

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 女性の能力をいかせる就労環境の整備

施策の方向 多様な働き方を可能にする能力開発・就職支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 原　房枝

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 子育て女性の就職支援相談

事業内容
子育て中の女性の就職を支援するために、福岡県筑豊労働者支援事務所と連携し、子育て女性の就職支援
相談を行います。

事業実績
（平成30年度）

福岡県筑豊労働者支援事務所と連携し、毎月1回定例日（第1木曜日）に子育て女性の就職支援相談を実施していました
が、平成30年度から前日までの事前予約制に変えたところ、定例日相談の利用者は0人でした。随時相談の利用者は延
7人（実6人）でした。（平成29年度は定例相談9人、随時相談4人、合計13人。）全利用者6人のうち就職者数は2人（平成
29年度は12人）、就職活動継続中は3人、就職活動中断者は1人でした。

Ａ平成
２９

年度

相談者就職問題解決率 ％ ― 100 100

Ｃ平成
３０

年度

相談件数 件 13 7 14

令和
元

年度

相談件数 件 13 15

令和
２

年度

相談件数 件 13 16

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

相談件数 件 13 17

Ａ
平成
２９

年度

子育て女性の就職支援相談開催数 回/月 1 1.3 1

平成
３０

年度

相談窓口の周知回数 回 13 13 13 Ａ

令和
元

年度

相談窓口の周知回数 回 13 13

令和
２

年度

相談窓口の周知回数 回 13 13

令和
３

年度

相談窓口の周知回数 回 13 13
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

子育て女性の就職相談は平成２８年度に新たにチラシやポスターを作成したり、情報誌に掲載したりし
た後、徐々に件数が増え、今年度は昨年度の倍近くの件数になった。月１回の定例相談のほか、随時
相談が増えたのがその要因の１つである。事業内容はこのまま継続していくが、定例相談については、
筑豊労働者支援事務所からの要望により、平成３０年度からは前日までに予約がない場合は実施しな
いこととなった。そのため、活動指標の子育て女性就職支援活動開催数を月１回から年１２回に見直し
たい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・活動指標を相談窓口の周知回数、成果指標を相談件数
にする。件数は増加目標とする。
・あらゆる媒体を活用して周知した方がよい。

・事業の成果として、相談件数の増加を目指す方がよい。
相談したい方が埋もれることなく、表に出てくる体制をとっ
た方がよい。
・相談件数を評価するのではなく、相談窓口をどう周知し
て、どう対応したかという事業内容が重要である。評価の
視点がずれている。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は毎月の定例相談の利用者が全くいなかったため、年度途中でポスターを作り変えて、関
係機関に配布し直した。定例相談の利用者が非常に低迷している原因が、平成30年度から定例相談
を前日までの予約制に変更したことによるものかは不明である。随時相談は延べ7人の利用があった。
就職につながった方も2人いたので、子育て女性就職支援相談はこのまま継続していきたい。相談窓
口の周知方法については、今後も検討が必要である。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

(2)

1)

20

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 女性の能力をいかせる就労環境の整備

施策の方向 多様な働き方を可能にする能力開発・就職支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 産業振興課 新産業創出係

記入者氏名 市村　績

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 労働に関する情報の提供及び就職に関する助成制度の実施

事業内容
労働に関する基礎知識、各種資格取得、技能取得について、広報たがわや市ホームページ等を活用し、情報
提供を行います。また、就業援助制度に係る助成を行います。

事業実績
（平成30年度）

福岡県、各関係機関等からの依頼に基づき、労働に関する基礎知識、各種資格取得、技能取得に関する情
報について、市ホームページ記事掲載（5件）、広報たがわ記事掲載（7件）、ポスター掲示（14件）、チラシ・パ
ンフレット配架（55件）を行った。
スキルアップ奨励金（就業援助制度）に関して、平成30年度の助成件数は43件。うち女性の申請件数は31件
（72％）

Ａ平成
２９

年度

就業援助制度の女性申請者割合 ％ 55.0 69.0 60.0

Ａ平成
３０

年度

就業援助制度の女性申請者割合 ％ 55.0 72.0 60.0

令和
元

年度

就業援助制度の女性申請者割合 ％ 55.0 60.0

令和
２

年度

就業援助制度の女性申請者割合 ％ 55.0 60.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

就業援助制度の女性申請者割合 ％ 55.0 60.0

Ａ
平成
２９

年度

就業援助制度助成件数 件 ２９件/年 ５９件/年 ４５件/年

平成
３０

年度

就業援助制度助成件数 件 ２９件/年 ４３件/年 ４５件/年 Ｂ

令和
元

年度

就業援助制度助成件数 件 ２９件/年 ４５件/年

令和
２

年度

就業援助制度助成件数 件 ２９件/年 ４５件/年

令和
３

年度

就業援助制度助成件数 件 ２９件/年 ４５件/年
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

労働に関する基礎知識、各種資格取得、技能取得等の周知を市ホームページやチラシ・パンフレットの
配架等により行っているが、その他の情報に埋もれてしまい、本当に情報が必要な方に届いているの
かが課題である。
就業援助制度（スキルアップ助成金）に関しては、本市独自の制度であるが、制度の周知が進み、毎
年度一定の効果が上がっている。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

事業主に向けた各種制度等の周知について、チラシ・パンフレットの配布が主なものであり、配架して
いる市庁舎１階のチラシ配架台をこまめに整理することにより、来庁者にわかりやすい設置を行ってい
る。
就業援助制度（スキルアップ助成金）に関して、平成３０年度の助成件数が昨年度に比べ低調である
が、これは市内の雇用状況が好調であり職業訓練の受講者が減少したことが要因の一つであると考え
られる。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

40



1

(2)

2)

21

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 女性の能力をいかせる就労環境の整備

施策の方向 女性による起業や再就職の支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 再就職のための支援の実施

事業内容
出産や育児、介護などで退職し再就職を希望する女性のために、広報たがわやゆめっせ通信、市ホーム
ページ等を活用し、就労に関する情報提供を行います。また、女性相談利用者には、女性相談員が就労に関
する情報提供を行います。

事業実績
（平成30年度）

12月20日に男女共同参画センターにおいて、筑豊労働者支援事務所と共同で、「就職サポートセミナー」を実施しました。
(参加者17名）また、市ホームページ、広報たがわ及びフェイスブックにおいてセミナー開催の情報提供を行いました。
平成30年度は、女性相談利用者に就労に関する情報を必要とする相談者がいなかったため、情報提供件数は0件でし
た。

A平成
２９

年度

女性相談利用者への情報提供割合 ％ 100 100 100

C平成
３０

年度

女性相談利用者への情報提供割合 ％ 100 0 100

令和
元

年度

女性相談利用者への情報提供割合 ％ 100 100

令和
２

年度

女性相談利用者への情報提供割合 ％ 100 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

女性相談利用者への情報提供割合 ％ 100 100

A
平成
２９

年度

再就職を希望する女性に向けた就労に関する情報掲載割合 ％ 100 100 100

平成
３０

年度

再就職を希望する女性に向けた就労に関する情報掲載割合 ％ 100 100 100 A

令和
元

年度

再就職を希望する女性に向けた就労に関する情報掲載割合 ％ 100 100

令和
２

年度

再就職を希望する女性に向けた就労に関する情報掲載割合 ％ 100 100

令和
３

年度

再就職を希望する女性に向けた就労に関する情報掲載割合 ％ 100 100
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

県や他団体から掲載依頼のあったセミナー等は随時、市ホームページへ掲載している。また、女性相
談利用者で就労に関する情報を必要とする相談者に情報提供を行っている。今後も継続して取組んで
いきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は筑豊労働者支援事務所と共同で、セミナーを実施することができた。平成30年度は就労
に関する情報を必要とする相談者がいなかった。セミナーについては毎年実施することは困難である
が、県や団体からセミナーについての掲載依頼があった場合は市ホームページ等で情報提供を行って
いきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

(2)

2)

22

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 女性の能力をいかせる就労環境の整備

施策の方向 女性による起業や再就職の支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 産業振興課 新産業創出係

記入者氏名 市村　績

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 創業支援事業

事業内容 創業セミナーの開催や創業支援窓口による新規創業者の支援を行います。

事業実績
（平成30年度）

創業セミナーの開催（平成31年1月～3月）　受講者数　7名（男性5名、女性2名）のうち、2名が新規創業（男
性）、3名が2～3年後に創業予定、2名は未定。

Ｃ平成
２９

年度

創業セミナー受講者のうち女性新規創業者割合 ％ - 0 25.0

Ｃ平成
３０

年度

創業セミナー受講者のうち女性新規創業者数 人 0 0 1

令和
元

年度

創業セミナー受講者のうち女性新規創業者数 人 0 1

令和
２

年度

創業セミナー受講者のうち女性新規創業者数 人 0 1

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

創業セミナー受講者のうち女性新規創業者数 人 0 1

A
平成
２９

年度

創業セミナー女性受講者割合 ％ 16.0 62.5 25.0

平成
３０

年度

創業セミナー女性受講者数 人 6 2 10 Ｃ

令和
元

年度

創業セミナー女性受講者数 人 6 10

令和
２

年度

創業セミナー女性受講者数 人 6 10

令和
３

年度

創業セミナー女性受講者数 人 6 10
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

創業セミナーについて受講者数が前年度より減少している。対象者に向けた周知を如何に行うかが課
題である。
また、成果指標及び活動指標について、成果をより明確にするため、女性の創業者割合ではなく創業
者数、および女性の受講者割合から受講者数に改善を行いたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・成果指標及び活動指標の見直しについて了承。 ・成果指標及び活動指標の見直しについて了承。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

創業セミナーについて、平成30年度は開催時期、開催期間等の変更および、広報たがわへのチラシ折
込から新聞折込へ変更したが、受講者数が前年度より減少しているため、今後は創業希望者の掘り起
しを行っていく必要がある。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1

(2)

2)

23

基本目標 働く場において男女がともに参画し、活躍する

基本取組 女性の能力をいかせる就労環境の整備

施策の方向 女性による起業や再就職の支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 男女の起業に関する啓発

事業内容
起業に関するセミナー等の情報を把握し、チラシの配布やポスターの掲示及び広報たがわや市ホームページ
等を活用し、情報提供を行います。

事業実績
（平成30年度）

産業振興課が広報たがわ（12/1号）に『「たがわ創業セミナー」受講者募集』の案内を掲載しました。創業セミナーの女性
受講者は7名中2名でした。
男女共同参画推進室では、「女性の～夢をカタチに～起業支援セミナー」、「女性の起業支援セミナー」、「女性起業家の
ためのはじめてのお店づくりセミナー」のチラシを男女共同参画センターに配架しました。

A平成
２９

年度

創業セミナー女性受講者割合 ％ 16.0 62.5 17.8

C平成
３０

年度

創業セミナー女性受講者数 人 6 2 10

令和
元

年度

創業セミナー女性受講者数 人 6 10

令和
２

年度

創業セミナー女性受講者数 人 6 10

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

創業セミナー女性受講者数 人 6 10

A
平成
２９

年度

セミナー情報等提供回数 回 1 2 1

平成
３０

年度

セミナー情報等提供回数 回 1 1 2 C

令和
元

年度

セミナー情報等提供回数 回 1 2

令和
２

年度

セミナー情報等提供回数 回 1 3

令和
３

年度

セミナー情報等提供回数 回 1 3
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

県から起業に関するセミナー等の掲載依頼があった場合はホームページや広報たがわへ掲載するよ
うにしているが、平成２９年度は掲載依頼がなかった。今後は、他団体等から郵送で届くチラシに、市民
に参考となる企業セミナーの情報が掲載されている場合は、チラシ等の情報も市ホームページへ掲載
するなどして周知したい。
また、成果をより明確にするため、成果指標を女性の受講者割合ではなく受講者数に改善を行いた
い。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・成果指標の見直しについて了承。 ・成果指標の見直しについて了承。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

県から起業に関するセミナー等の掲載依頼があった場合は市ホームページや広報たがわへ掲載するようにして
いるが、平成30年度は掲載依頼がなかった。他団体等から郵送で届くチラシに、起業セミナーの情報が掲載され
ている場合は、産業振興課に配架依頼を行った。平成30年度は起業に関するチラシ等の情報を市ホームページ
に掲載していなかったため、平成31年度は市ホームページへ掲載するなど周知していきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

46



2

(1)

1)

24

基本目標 地域社会において、男女が支え合う

基本取組 地域における男女共同参画の推進

施策の方向 地域活動への男女共同参画の促進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名

記入者氏名

文化生涯学習課 学習振興・人権教育係 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

鍋山　公一 柳井　妙子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 校区活性化協議会等への女性の参画促進

事業内容
男女共同参画センター等と連携して校区活性化協議会等で出前講座を行い、地域における学習機会を提供
します。

事業実績
（平成30年度）

文化生涯学習課が実施している「地区公民館等人権・同和教育講座」と男女共同参画センターが連携して、
出前講座を行いました（場所：桐ヶ丘公民館、参加者：25人（男性：12人、女性：4人、性別不詳：9人））。また、
男女共同参画センター単独により、地域の活動組織（上伊田西女性の会）の依頼により、出前講座を実施し
ました（場所：上伊田西公民館、参加者33人（男性10人、女性23人））。

ー平成
２９

年度

自治会長への就任依頼を引き受ける女性割合 ％ 12.2 ― ―

Ｃ平成
３０

年度

自治会長への就任依頼を引き受ける女性割合 ％ 12.2 3.5 21.1

令和
元

年度

自治会長への就任依頼を引き受ける女性割合 ％ 12.2 ―

令和
２

年度

自治会長への就任依頼を引き受ける女性割合 ％ 12.2 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

自治会長への就任依頼を引き受ける女性割合 ％ 12.2 30.0

A
平成
２９

年度

出前講座実施回数 回 0 1 1

平成
３０

年度

出前講座実施回数 回 0 1 2 Ｂ

令和
元

年度

出前講座実施回数 回 0 3

男女共同参画センターと連携した出前講座実施回数

男女共同参画センターと連携した出前講座実施回数
令和

２
年度

出前講座実施回数 回 0 4

令和
３

年度

出前講座実施回数 回 0 5

男女共同参画センターと連携した出前講座実施回数
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成２５年から地域住民への啓発を目的として、校区活性化協議会等で男女共同参画出前講座を実施している
が、取り組み方の課題もあり回数が少なく、地域住民に対して男女共同参画の促進が十分に行えていない現状
がある。今後は、校区活性化協議会に対して講座の趣旨や必要性をより丁寧に伝えてながら出前講座の実施を
推進していくとともに、校区人権・同和教育講座を実施している文化生涯学習課と連携して、平成２９年度に市が
実施した「人権問題に関する市民意識調査」の結果を踏まえ、「人権の普遍的視点」と「『男女共同参画』といった
人権の個別的視点」を結合させた学習プログラムを開発して、地域の実情や要望に応じて講座を実施していく。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

「人権の普遍的視点」と「『男女共同参画』といった人権の個別的視点」を結合させた学習プログラム（１時間）を作成し、桐ヶ丘公
民館において出前講座（人権・同和教育講座）を実施することができた。参加者からの声は概ね好評であったが、内容面でより工
夫（市民がより分かりやすい内容、納得する内容等）が必要であると思われる。男女共同参画の推進・促進には、確かな人権の
視点が必要不可欠であることから、今後も文化生涯学習課と男女共同参画推進室が連携を図りながら教育・啓発内容を創造し
ていく必要がある。そして、「人権問題に関する市民意識調査」の結果を踏まえ、地域の実情や要望を適切につかみ、取り組みを
広げていく必要がある。また、事業内容にあわせて活動指標を「男女共同参画センターと連携した出前講座実施回数」に見直し
たい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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2

(1)

2)

25

基本目標 地域社会において、男女が支え合う

基本取組 地域における男女共同参画の推進

施策の方向 地域活動団体等の育成、支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 男女共同参画に係る団体の活動支援

事業内容
男女共同参画に係る市民活動団体について、広報たがわや市ホームページ等で紹介します。また、講座室
や会議室を提供し、その活動を支援します。

事業実績
（平成30年度）

男女共同参画センター登録団体であるボランティアサークル「つばさ」の公演会の開催案内を市ホームページ、フェイス
ブックに掲載し、団体について紹介しました。公演会は3月28日（木）に男女共同参画センターで開催しました。
男女共同参画センターの登録団体は6団体で、センター貸出件数は213件（平成29年度229件）、利用人数は1923人（平
成29年度2723人）でした。

ー平成
２９

年度

地域において参加している社会活動について、「女性団体活動や男女共同参
画に関する研修への参加など、男女共同参画を推進するための活動」と回答
した人の割合

％ 1.6 ― ―

A平成
３０

年度

地域において参加している社会活動について、「女性団体活動や男女共同参
画に関する研修への参加など、男女共同参画を推進するための活動」と回答
した人の割合

％ 1.6 8.0 1.9

令和
元

年度

地域において参加している社会活動について、「女性団体活動や男女共同参
画に関する研修への参加など、男女共同参画を推進するための活動」と回答
した人の割合

％ 1.6 ―

令和
２

年度

地域において参加している社会活動について、「女性団体活動や男女共同参
画に関する研修への参加など、男女共同参画を推進するための活動」と回答
した人の割合

％ 1.6 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

地域において参加している社会活動について、「女性団体活動や男女共同参
画に関する研修への参加など、男女共同参画を推進するための活動」と回答
した人の割合

％ 1.6 2.2

A
平成
２９

年度

男女共同参画センター貸出件数 件 197 229 207

平成
３０

年度

男女共同参画センター貸出件数 件 197 213 218 Ｂ

令和
元

年度

男女共同参画センター貸出件数 件 197 228

男女共同参画センター利用件数

男女共同参画センター利用件数
令和

２
年度

男女共同参画センター貸出件数 件 197 239

令和
３

年度

男女共同参画センター貸出件数 件 197 250

男女共同参画センター利用件数
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

市民活動団体の紹介方法としては、平成２９年度は市ホームページによる掲載のみであった。今後
は、広報たがわやゆめっせ通信を活用し、周知を図りたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度はボランティアサークル「つばさ」の公演会開催案内の中で、団体の活動内容について市ホームペー
ジやフェイスブックに掲載した。今後も随時、他の登録団体の紹介等を市ホームページ等に掲載し、情報提供を
図りたい。成果指標の実績値が目標値を上回ったため、目標値を見直したい。
活動指標を「男女共同参画センター貸出件数」としているが、センター主催の研修会等も含まれるため、指標を
「男女共同参画センター利用件数」に見直したい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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2

(1)

3)

26

基本目標 地域社会において、男女が支え合う

基本取組 地域における男女共同参画の推進

施策の方向 防災活動における男女共同参画の推進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 安全安心まちづくり課 防災安全対策室

記入者氏名 溝口泰介

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 地域における防災活動（訓練・研修等）への女性参加の促進

事業内容
平時から保健センターや保育所、幼稚園及び小中学校等と連携しながら、妊産婦や乳幼児及び児童の保護
者等に対して防災知識の普及や訓練を実施することで、地域における防災活動への女性の参加を促進しま
す。

事業実績
（平成30年度）

今年度から保健センターと連携して、公民館等で実施される「生きいき健康教室」において、AED講習と合わ
せて防災に関する学習会を実施した。平成31年3月20日現在、20か所で実施。参加者222人（男性40人、女性
182人）。また、自主防災会主催の学習会及び訓練を6回実施した。参加者約300人（概ね男性：女性＝7：3）。

ー平成
２９

年度

主に女性を対象とした避難訓練等参加者数 人 0 0 32

A平成
３０

年度

市主催・共催の防災活動（訓練、研修等）に参加した女性の割
合

％ 30.0 81.8 35.0

令和
元

年度

市主催・共催の防災活動（訓練、研修等）に参加した女性の割
合

％ 30.0 40.0

令和
２

年度

市主催・共催の防災活動（訓練、研修等）に参加した女性の割
合

％ 30.0 45.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

市主催・共催の防災活動（訓練、研修等）に参加した女性の割
合

％ 30.0 50.0

ー
平成
２９

年度

主に女性を対象とした避難訓練等実施回数 回 0 0 1

平成
３０

年度

市主催・共催の防災活動（訓練、研修等）の実施回数 回 7 25 7 A

令和
元

年度

市主催・共催の防災活動（訓練、研修等）の実施回数 回 7 8

令和
２

年度

市主催・共催の防災活動（訓練、研修等）の実施回数 回 7 9

令和
３

年度

市主催・共催の防災活動（訓練、研修等）の実施回数 回 7 10
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

・防災活動の参加者を女性に限定せず、次のとおり成果指標と活動指標の見直しを行う。
・【成果指標】市主催・共催の防災活動（訓練、研修等）に参加した女性の割合
・【活動指標】市主催・共催の防災活動（訓練、研修等）の実施回数
・避難所運営において特に女性の視点が必要となるため、男女共同参画推進室と連携して、避難所運
営マニュアルの作成及び訓練を実施し、女性の参加者を増加させたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・成果指標と活動指標の見直しについて了承。 ・防災活動の実施回数を増やすだけでは、新規参加者は増えないであろ
う。日時の認知と市民への当事者意識を刺激させる方法を検討する必要
がある。
・防災に関する資料の中に、参加者が興味を持つ内容を盛り込み、それを
配付することで参加のきっかけとする。
・小学校の保護者会や幼稚園のイベントの後に説明会を実施することで
確実な認知を促進するように努める。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

今年度から保健センターと連携して、月2回程度、公民館や集会所等でAED講習と合わせて防災に関
する学習会を実施した。1会場あたり15人程度と少人数であったため、質問や意見が活発に行われた。
現在の組織と人員では、出前講座の回数に限度があるものの、団体等からの要請があればできるか
ぎり対応したい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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2

(2)

1)

27

基本目標 地域社会において、男女が支え合う

基本取組 社会環境づくりへの女性の参画促進

施策の方向 男女共同参画を推進するリーダーの育成・活用

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 女性人材バンクの充実

事業内容
女性の人材育成及び活用のため、女性人材バンクについて広報たがわやゆめっせ通信、市ホームページ等
で広く市民に呼びかけ、登録者の充実を図ります。

事業実績
（平成30年度）

市ホームページに女性人材バンクの情報を掲載し、市民へ登録の呼びかけを行いました。女性人材バンクの
登録者数（平成31年3月18日現在）は82名で、平成30年度新規登録者数は4名（平成29年度5名）でした。

ー

登録者数 人 86 78 86 Ｃ

平成
２９

年度

女性人材バンク認知度 ％ 12.0 ― ―

Ｃ

登録者数 人 86 82 87 Ｃ

平成
３０

年度

女性人材バンク認知度 ％ 12.0 10.8 16.0

登録者数　　　新規登録者数 人 86　4 88　4

令和
元

年度

女性人材バンク認知度 ％ 12.0 ―

登録者数　　　新規登録者数 人 86　4 89　4

令和
２

年度

女性人材バンク認知度 ％ 12.0 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

登録者数　　　新規登録者数 人 86　4 90　4

令和
３

年度

女性人材バンク認知度 ％ 12.0 20.0

A
平成
２９

年度

女性人材バンク周知回数 回 1 1 1

平成
３０

年度

女性人材バンク周知回数 回 1 1 1 A

令和
元

年度

女性人材バンク周知回数 回 1 2

令和
２

年度

女性人材バンク周知回数 回 1 2

令和
３

年度

女性人材バンク周知回数 回 1 2
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

毎年１回は市民に向けて女性人材バンクの周知を行っているが、自主的に登録を申し出る人は少な
い。平成２９年度の新規登録者５人は全て事務局から登録を依頼した。今後は周知方法を工夫すると
ともに、研修会などでも登録の呼びかけを行いたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

女性人材バンクの周知を行っているが、自主的に登録を申し出る人はいなかった。平成30年度の新規登録者4人
は全て事務局から登録を依頼した。平成30年度に実施した市民意識調査（簡易版）において、女性人材バンクの
認知度が前回調査時に比べ低下しているので、今後は周知方法等を工夫するとともに、研修会などでも登録の
呼びかけを行いたい。活動指標が「女性人材バンク周知回数」となっていることから成果指標を「登録者数」では
なく、「新規登録者数」に見直したい。また、平成31年度の基準値は平成30年度の新規参加者数の4人とし、目標
値も4人としたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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2

(2)

1)

28

基本目標 地域社会において、男女が支え合う

基本取組 社会環境づくりへの女性の参画促進

施策の方向 男女共同参画を推進するリーダーの育成・活用

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 原　房枝

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 女性リーダー育成に向けた学習の場の提供

事業内容
人材育成のための女性リーダー養成講座を開催します。また、市民活動団体や女性人材バンク登録者等に
研修会等の各種情報の提供を行います。

事業実績
（平成30年度）

「女性のためのコミュニケーションセミナー」というテーマで女性リーダー育成研修会を開催しました。女性人材バンク60人
に開催通知を送付したり、広報、市ホームページ、フェイスブックなどで情報提供しました。また、市職員で今年度ＱＣ活
動対象女性職員にも参加依頼をしました。研修会には、女性人材バンク登録者7人、一般参加者10人、市職員15人が参
加しました。アンケートには、「スピーチが苦手なのでとても勉強になりました。」といった感想をいただきました。

ー平成
２９

年度

市の審議会や委員会のメンバーへの就任を依頼されたら「積極的に
引き受ける」または「なるべく引き受ける」と回答した女性の割合

％ 19.1 ― ―

Ｃ平成
３０

年度

市の審議会や委員会のメンバーへの就任を依頼されたら「積極的に
引き受ける」または「なるべく引き受ける」と回答した女性の割合

％ 19.1 7.1 20.0

令和
元

年度

市の審議会や委員会のメンバーへの就任を依頼されたら「積極的に
引き受ける」または「なるべく引き受ける」と回答した女性の割合

％ 19.1 ―

令和
２

年度

市の審議会や委員会のメンバーへの就任を依頼されたら「積極的に
引き受ける」または「なるべく引き受ける」と回答した女性の割合

％ 19.1 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

市の審議会や委員会のメンバーへの就任を依頼されたら「積極的に
引き受ける」または「なるべく引き受ける」と回答した女性の割合

％ 19.1 21.0

Ｃ
平成
２９

年度

女性リーダー養成講座参加者数 人 33 30 36

平成
３０

年度

女性リーダー養成講座参加者数 人 33 32 39 Ｃ

令和
元

年度

女性リーダー養成講座参加者数 人 33 42

広報等よる周知回数 回 5 6

広報等による周知回数 回 5 6
令和

２
年度

女性リーダー養成講座参加者数 人 33 46

令和
３

年度

女性リーダー養成講座参加者数 人 33 50

広報等による周知回数 回 5 6

55



平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

研修会のテーマ設定が難しく、毎回苦慮している。女性リーダーを養成するための講座ということを前
面に出すと参加をためらう人も多い。市民のニーズにあったもので、リーダー育成にも役立つような講
座の内容を模索している。平成３０年度は男女共同参画審議会会長に講師を依頼し、より集客が見込
め、女性リーダー育成につながる内容の研修会を実施する予定である。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

女性リーダー育成研修会の講師を男女共同参画審議会会長に依頼した。女性人材バンク登録者や一般の参加
者は全体の半数ほどで、それ以外は市の職員だった。例年一般の参加者が少ないので、今回は講師の発案で、
司会を女性団体の方にお願いして、行政と市民が協働で取り組むスタイルにしてみたが、なかなか集客にはつな
がらなかった。平成31年度は福岡県が主催した「地域のリーダーを目指す女性応援研修」に平成30年度に参加し
た地元の方を講師に招いて、活動報告をしてもらい、次期の参加希望者の増加につなげていきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

・活動指標の継続については了承。 ・子育て世代にもっと参加してほしい。幼稚園等の連携や
周知・告知の工夫が必要。
・女性リーダー育成研修は市が実施するのではなく、市民
が主体的に実施するスタイルに変えていきたい。
・周知回数を活動指標に追加してはどうか。

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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2

(2)

2)

29

基本目標 地域社会において、男女が支え合う

基本取組 社会環境づくりへの女性の参画促進

施策の方向 審議会等への女性の登用促進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 各種審議会等における女性登用の推進

事業内容
「女性の登用推進方策」に配慮しながら、各種審議会等の委員への女性の登用を積極的に推進します。各種
審議会等の新規設置や委員改選時等には、女性人材バンクの活用を検討するよう依頼します。また、各委員
会、審議会等の女性登用率の上昇を図るため、登用状況についての調査を行い、公表します。

事業実績
（平成30年度）

審議会への女性登用の促進として、新規設置や委員会改選時等に女性人材バンクの活用を検討するように各課に2回依頼しました。ま
た、各審議会改選時期1か月～1か月半前までに各課に電話で女性登用の促進を依頼しました。また平成30年4月1日現在の女性の登用
率は26.9％、審議会委員394名中女性委員は106名でした。そのうち女性人材バンク登録者は38名です。女性登用調査の結果について、
毎年県による各市町村の登用状況の公表後に、市ホームページに県内各市との比較も併せて掲載していますが、平成30年度は県の公
表が遅れたため、平成31年4月に掲載する予定としています。

Ｃ平成
２９

年度

審議会等への女性登用率 ％ 25.1 23.5 27.5

B平成
３０

年度

審議会等への女性登用率 ％ 25.1 26.9 29.5

令和
元

年度

審議会等への女性登用率 ％ 25.1 31.5

令和
２

年度

審議会等への女性登用率 ％ 25.1 33.5

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

審議会等への女性登用率 ％ 25.1 35.0

Ａ
女性登用調査及び公表 回 1 1 1 A

平成
２９

年度

女性の登用依頼回数 回 1 2 1

平成
３０

年度

女性の登用依頼回数 回 2 2 2 Ａ
女性登用調査及び公表 回 1 0 1 Ｃ

令和
元

年度

女性の登用依頼回数 回 2 2

女性登用調査及び公表 回 1 1

女性登用調査及び公表 回 1 1
令和

２
年度

女性の登用依頼回数 回 2 2

令和
３

年度

女性の登用依頼回数 回 2 2

女性登用調査及び公表 回 1 1
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

審議会等への女性登用率が減少しているため、今後は改選が予定されている所管課へ事前に通知を
送付し、審議会への女性登用の促進を促したい。女性の登用依頼回数の実績値が目標値を上回って
いるため、目標値を年１回から年２回に見直したい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は各課に直接女性登用の促進を依頼したので、各審議会の現状及び課題を把握すること
ができた。今後も審議会等への女性の登用率向上の取組を工夫していきたい。 継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

58



3

(1)

1)

30

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 あらゆる暴力の根絶及び被害者支援

施策の方向 ＤＶ防止のための広報・啓発活動

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 ＤＶ防止のための広報・啓発活動

事業内容
ＤＶに対する正しい理解と認識を深めるよう、広報たがわやゆめっせ通信、市ホームページ等を活用した啓発
やＤＶ防止の講座を行います。また、ＤＶ相談窓口案内カードの関係施設への設置や、広報たがわや市ホー
ムページ等を活用して、相談窓口の周知を図ります。

事業実績
（平成30年度）

ＤＶに対する掲載回数は、広報たがわが3回、市ホームページが3回、ゆめっせ通信が1回でした。デートＤＶ
防止講座を2回実施し、福岡県立大学では76名、東鷹高校定時制では64名が参加しました。市のＤＶ相談窓
口案内カード（女性相談カード）を関係機関及び市役所内に設置しました。また、県のＤＶ相談窓口案内カード
を関係機関に設置しました。

ー
配偶者からの暴力を経験した人の中で、田川市の女性相談窓
口に相談したことがあると回答した人の割合

％ 0 ― ― ー

平成
２９

年度

「ＤＶ防止法」について、見たり聞いたりしたことがある人の割
合

％ 60.1 ― ―

Ｂ
配偶者からの暴力を経験した人の中で、田川市の女性相談窓
口に相談したことがあると回答した人の割合

％ 0 11.1 1.0 Ａ

平成
３０

年度

「ＤＶ防止法」について、見たり聞いたりしたことがある人の割
合

％ 60.1 61.6 65.1

配偶者からの暴力を経験した人の中で、田川市の女性相談窓
口に相談したことがあると回答した人の割合

％ 0 11.1 ―

令和
元

年度

「ＤＶ防止法」について、見たり聞いたりしたことがある人の割
合

％ 60.1 ―

配偶者からの暴力を経験した人の中で、田川市の女性相談窓
口に相談したことがあると回答した人の割合

％ 0 11.1 ―

令和
２

年度

「ＤＶ防止法」について、見たり聞いたりしたことがある人の割
合

％ 60.1 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

配偶者からの暴力を経験した人の中で、田川市の女性相談窓
口に相談したことがあると回答した人の割合

％ 0 11.1 2 14.1

令和
３

年度

「ＤＶ防止法」について、見たり聞いたりしたことがある人の割
合

％ 60.1 70.1

A
ＤＶ防止講座開催回数 回 2 3 2 A

平成
２９

年度

ＤＶ防止のための情報掲載回数 回 4 5 5

平成
３０

年度

ＤＶ防止のための情報掲載回数 回 4 7 5 Ａ
相談窓口の周知回数 回 15 18 15 Ａ
ＤＶ防止講座開催回数 回 2 2 2 Ａ

令和
元

年度

ＤＶ防止のための情報掲載回数 回 4 5

相談窓口の周知回数 回 15 15

ＤＶ防止講座開催回数 回 2 2

相談窓口の周知回数 回 15 15
令和

２
年度

ＤＶ防止のための情報掲載回数 回 4 5

ＤＶ防止講座開催回数 回 2 2

令和
３

年度

ＤＶ防止のための情報掲載回数 回 4 5

相談窓口の周知回数 回 15 15

ＤＶ防止講座開催回数 回 2 2
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

女性のための護身術講座は申込者が少なく、集客に苦労した。講座内容の検討やチラシ等による広
報の工夫が必要である。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・活動指標に相談窓口の周知回数を追加する。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は、女性に対する暴力をなくす運動に関する啓発とＤＶ相談窓口の周知を県から広報依頼
されたため、情報掲載回数が増加した。成果指標の「配偶者からの暴力を経験した人の中で、田川市
の女性相談窓口に相談したことがあると回答した人の割合」の項目で実績値が目標値を上回ったた
め、目標値を見直したい。また、基準値は平成30年度の実績値としたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(1)

2)

31

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 あらゆる暴力の根絶及び被害者支援

施策の方向 ＤＶ相談体制の充実

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 原　房枝

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 相談員の資質向上のための研修の実施

事業内容
相談員の資質向上のために、県女性相談所や県男女共同参画センター「あすばる」等が実施する研修会を
積極的に活用します。

事業実績
（平成30年度）

女性相談員2人が、県女性相談所や「あすばる」が実施する女性問題にかかわる相談員研修会やスーパービ
ジョン研修等に14回参加しました。研修会参加延時間数は51時間でした。昨年度より研修参加延時間数が30
時間減少しているのは、研修期間4日間（9：30～16：30）を費やした人権相談従事職員研修に平成30年度は
参加しなかったためです。

Ａ平成
２９

年度

研修会参加延時間数 時間 58 81 59

Ｃ平成
３０

年度

研修会参加延時間数 時間 58 51 59

令和
元

年度

研修会参加延時間数 時間 58 59

令和
２

年度

研修会参加延時間数 時間 58 60

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

研修会参加延時間数 時間 58 60

Ａ
平成
２９

年度

研修会参加回数 回 11 18 12

平成
３０

年度

研修会参加回数 回 11 14 12 Ａ

令和
元

年度

研修会参加回数 回 11 12

令和
２

年度

研修会参加回数 回 11 12

令和
３

年度

研修会参加回数 回 11 12
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

研修会では様々なテーマに沿った内容や事例検討なども含まれているが、実際の相談内容は多岐に
渡り、法律問題等は研修で得た知識だけでは対応が困難な場合も多い。今後は、これまでと同様に積
極的に研修会に参加して知識を増やしていくとともに、相談者に的確な専門機関の案内ができるよう関
係機関の情報収集に努めていきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度初めてギャンブル依存症研修会に参加した。相談内容は多岐に渡るため、これまでと同
様、積極的に研修会に参加して知識を増やしていくとともに、相談者に的確な専門機関の案内ができ
るよう関係機関の情報収集等にも努めていきたい。平成30年度は出席予定としていた研修会（婦人保
護事業中堅者研修会2日目）に急遽参加できないことがあったので、今後は研修参加率が100％になる
ように日程調整に留意したい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(1)

3)

32

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 あらゆる暴力の根絶及び被害者支援

施策の方向 被害者の緊急保護と救済体制の充実

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 原　房枝

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 被害者の保護のための関係機関との連携及び安全確保のための直接的支援

事業内容
被害者の緊急避難の際、県や他の相談機関や警察と連携し、一時保護施設への措置等、迅速かつ適切に被
害者の保護を行います。また、住民基本台帳の閲覧制度など安全確保のための制度について情報提供し、
必要に応じて関係機関への手続きを直接支援します。

事業実績
（平成30年度）

一時保護の実施については、警察等関係機関と連携して、要保護者の安全確保に努めたため、無事に一時
保護施設に入所することができました。一時保護の件数は、平成30年度は4件でした。（平成29年度は3件）住
民基本台帳の閲覧制度に関する直接的支援は35件でした。（平成29年度は33件）ＤＶ相談実件数59件すべ
て解決できましたので、解決率は100％でした。

Ａ平成
２９

年度

一時保護件数 件 6 3 5

Ａ平成
３０

年度

ＤＶ相談解決率 ％ 100 100 100

令和
元

年度

ＤＶ相談解決率 ％ 100 100

令和
２

年度

ＤＶ相談解決率 ％ 100 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

ＤＶ相談解決率 ％ 100 100

A
平成
２９

年度

ＤＶ相談解決率 ％ 100 100 100

平成
３０

年度

被害者に同行して直接的に支援した回数 回 33 35 34 Ａ

令和
元

年度

被害者に同行して直接的に支援した回数 回 33 35

令和
２

年度

被害者に同行して直接的に支援した回数 回 33 36

令和
３

年度

被害者に同行して直接的に支援した回数 回 33 37

63



平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

一時保護はスムーズに対応できたが、各種手続きに必要な証明書の代理請求や受領に時間を要する
など、一時保護中やその後の施設入所中の相談者への支援に困難を来す場合があった。また、成果
指標として一時保護件数を設定しているが、この数値は減少を目指すのか、増加を目指すのか、あい
まいな部分がある。個票作成時は、年間５件の維持を目指して数値目標に定めたが、進捗状況の判定
が不明瞭である。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・成果指標をＤＶ相談解決率、活動指標を相談窓口の周知
とする。
・女子トイレに置いている相談窓口カードは公共施設より
も、商業施設に置いた方が良い。

・活動指標は被害者を直接的に支援した回数にする。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　一時保護件数4件中、65歳以上の高齢者は2件だった。高齢者のDVについては虐待との区別が難しく、対応に
混乱を来す場合もある。虐待された者の避難を支援するため、緊急ショートステイの制度があるが、DVの場合は
利用可能かどうかは相談ケースごとの判断となる。また、高齢者が一時保護施設を退所した後の入所施設の確
保については、高齢者の身体的問題や施設入所のための条件への適否など対応が複雑になっている。よって高
齢者のDV被害者の場合は、今後もより一層高齢者担当課や地域包括支援センターとの連携が不可欠である。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(1)

3)

33

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 あらゆる暴力の根絶及び被害者支援

施策の方向 被害者の緊急保護と救済体制の充実

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 原　房枝

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 ＤＶ被害者の自立に向けた支援

事業内容
ＤＶ被害者の生活の安定のために、福祉制度等について情報提供を行います。また、経済的自立のために就
職情報の提供や就業に向けての支援を行います。

事業実績
（平成30年度）

ＤＶ被害者の生活の安定のために、福祉制度や法律相談等について情報提供を15件（平成29年度は35件）
実施しました。今年度は就職相談についての情報提供はありませんでした。全情報提供件数のうち、「電話し
てみます」などの前向きな回答が得られた件数は15件で、100％でした。

Ａ平成
２９

年度

ＤＶ相談者への福祉や就職に関する情報提供件数のうち、前
向きな回答が得られた件数の割合

％ ― 62.9 20.0

Ａ平成
３０

年度

ＤＶ相談者への福祉や就職に関する情報提供件数のうち、前
向きな回答が得られた件数の割合

％ ― 100 40.0

令和
元

年度

ＤＶ相談者への福祉や就職に関する情報提供件数のうち、前
向きな回答が得られた件数の割合

％ ― 60.0

令和
２

年度

ＤＶ相談者への福祉や就職に関する情報提供件数のうち、前
向きな回答が得られた件数の割合

％ ― 80.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

ＤＶ相談者への福祉や就職に関する情報提供件数のうち、前
向きな回答が得られた件数の割合

％ ― 100

Ａ
平成
２９

年度

ＤＶ相談者への福祉や就職に関する情報提供件数 件 26 35 27

平成
３０

年度

ＤＶ相談者への福祉や就職に関する情報提供件数 件 26 15 28 Ｃ

令和
元

年度

ＤＶ相談者への福祉や就職に関する情報提供件数 件 26 29

令和
２

年度

ＤＶ相談者への福祉や就職に関する情報提供件数 件 26 29

令和
３

年度

ＤＶ相談者への福祉や就職に関する情報提供件数 件 26 29
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

福祉制度や就職相談に関する情報提供の件数は平成２８年度より増加している。情報提供件数のう
ち、前向きな回答を得られた割合は６２．９％であるが、これは相談者が即座に次の行動へ向けて、自
己決定することが困難であることが推測される。今後も前向きな回答を得られた件数の増加を目指して
いくが、あまり相談員の提案を押し付けることがないような配慮が必要である。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は福祉制度や法律相談に関する情報提供の実績はあったが、就職に関する情報の提供
は1件もなかった。情報提供総件数は昨年度の総件数の40％しかなく、全体数はかなり減少した。情報
提供件数は相談内容に左右されるので、件数の増加を目標としている場合、目標達成が困難となる場
合がある。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(1)

4)

34

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 あらゆる暴力の根絶及び被害者支援

施策の方向 ハラスメント防止に関する取組の充実

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 ハラスメント防止のための意識啓発

事業内容 広報たがわやゆめっせ通信、市ホームページ等を活用し、ハラスメント防止に関する啓発を行います。

事業実績
（平成30年度）

ハラスメント防止のための意識啓発として、広報たがわ（11/1号）に1回、市ホームページに1回、ゆめっせ通
信に1回、女性に対する暴力をなくす運動に関する情報を掲載しました。

ー
退職の理由として、「上司や同僚との人間関係がうかくいかな
かったため」と回答した人の割合

％ 6.0 ― ― ー

平成
２９

年度

退職の理由として、「出産や育児に対して職場の理解が得ら
れなかっため」と回答した人の割合

％ 0.5 ― ―

Ｃ
退職の理由として、「上司や同僚との人間関係がうかくいかな
かったため」と回答した人の割合

％ 6.0 16.2 4.5 Ｃ

平成
３０

年度

退職の理由として、「出産や育児に対して職場の理解が得ら
れなかっため」と回答した人の割合

％ 0.5 1.9 0.25

退職の理由として、「上司や同僚との人間関係がうかくいかな
かったため」と回答した人の割合

％ 6.0 ―

令和
元

年度

退職の理由として、「出産や育児に対して職場の理解が得ら
れなかっため」と回答した人の割合

％ 0.5 ―

退職の理由として、「上司や同僚との人間関係がうかくいかな
かったため」と回答した人の割合

％ 6.0 ―

令和
２

年度

退職の理由として、「出産や育児に対して職場の理解が得ら
れなかっため」と回答した人の割合

％ 0.5 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

退職の理由として、「上司や同僚との人間関係がうかくいかな
かったため」と回答した人の割合

％ 6.0 3.0

令和
３

年度

退職の理由として、「出産や育児に対して職場の理解が得ら
れなかっため」と回答した人の割合

％ 0.5 0

A
平成
２９

年度

ハラスメント防止に関する情報掲載回数 回 1 3 1

平成
３０

年度

ハラスメント防止に関する情報掲載回数 回 1 3 1 A

令和
元

年度

ハラスメント防止に関する情報掲載回数 回 1 3 1 4

令和
２

年度

ハラスメント防止に関する情報掲載回数 回 1 3 1 4

令和
３

年度

ハラスメント防止に関する情報掲載回数 回 1 3 1 4
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成２９年度は広報たがわ、市ホームページ、ゆめっせ通信を活用し、ハラスメント防止に関する啓発
を行い、情報掲載回数は目標値を上回ることができた。引き続き、市ホームページ等を通して、情報提
供を行う。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は広報たがわ、市ホームページ、ゆめっせ通信を活用し、ハラスメント防止に関する啓発を
行った。活動指標の実績値が平成29年度、平成30年度と目標値を上回ったため目標値の見直しを行
いたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(1)

4)

35

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 あらゆる暴力の根絶及び被害者支援

施策の方向 ハラスメント防止に関する取組の充実

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 総務課 人事係

記入者氏名 蓑毛　ゆかり

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 市におけるセクシュアル・ハラスメント、パワーハラスメントの防止に向けた取組

事業内容
　市職員の係長以上を対象としたセクシュアル・ハラスメントやパワーハラスメント防止に向けた研修会を実施
します。

事業実績
（平成30年度）

　未実施

ー

ハラスメントの理解度（「役に立った」と回答した人の割合） ％ 93.0 ― 95.0 ー

平成
２９

年度

ハラスメントの理解度（「分かりやすかった」と回答した人の割
合）

％ 98.0 ― 95.0

ー

ハラスメントの理解度（「役に立った」と回答した人の割合） ％ 93.0 ― 95.0 ー

平成
３０

年度

ハラスメントの理解度（「分かりやすかった」と回答した人の割
合）

％ 98.0 ― 95.0

ハラスメントの理解度（「役に立った」と回答した人の割合） ％ 93.0 95.0

令和
元

年度

ハラスメントの理解度（「分かりやすかった」と回答した人の割
合）

％ 98.0 95.0

ハラスメントの理解度（「役に立った」と回答した人の割合） ％ 93.0 95.0

令和
２

年度

ハラスメントの理解度（「分かりやすかった」と回答した人の割
合）

％ 98.0 95.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

ハラスメントの理解度（「役に立った」と回答した人の割合） ％ 93.0 95.0

令和
３

年度

ハラスメントの理解度（「分かりやすかった」と回答した人の割
合）

％ 98.0 95.0

ー
平成
２９

年度

研修会参加率 ％ 72.1 ― 72.0

平成
３０

年度

研修会参加率 ％ 72.1 ― 72.0 ―

令和
元

年度

研修会参加率 ％ 72.1 73.0

令和
２

年度

研修会参加率 ％ 72.1 74.0

令和
３

年度

研修会参加率 ％ 72.1 75.0
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　平成２９年度は、研修の開催に至らなかったが、メンタルヘルスの不調による休業者も継続的に発生
している中、ハラスメントの問題も無関係ではないと考えられ、正しい知識修得と予防の観点から、次
年度以降研修を開催したい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　平成30年度においても研修を開催することができなかったことは、大きな反省点である。ハラスメント
の問題は、社会的にも話題となることが年々増えているように見受けられ、次年度は充分に内容を検
討した研修を計画したい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

・研修は係長以上だけでなく、全職員を対象とすべきではない
か。
・資料をデータで公開するなど、研修会以外でも内容を周知する
方策はあるのではないか。
・成果指標及び活動指標の継続については了承。

・パワハラはうつ病や休職の主な原因になっているので、
全職員を対象に研修を実施してほしい。
・研修ができないのであれば、チラシ配布やポスター掲示
でも良い。啓発活動をとにかくやってほしい。

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(2)

1)

36

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生活上の困難や人権課題を抱える人々への支援の充実

施策の方向 ひとり親家庭への支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子育て支援係

記入者氏名 水上　郁子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 自立支援教育訓練給付金事業

事業内容
就職による自立を支援するため、対象講座を受講した場合に支払った受講料の６割（上限２０万円、下限１万
２千円）に相当する額を支給します。

事業実績
（平成30年度）

申請者0人

Ｂ平成
２９

年度

自立支援教育訓練給付金受給者の就職率 ％ 0 66.6 100

-平成
３０

年度

自立支援教育訓練給付金受給者の就職率 ％ 0 100-

令和
元

年度

自立支援教育訓練給付金受給者の就職率 ％ 0 100

令和
２

年度

自立支援教育訓練給付金受給者の就職率 ％ 0 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

自立支援教育訓練給付金受給者の就職率 ％ 0 100

Ａ
広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1 1 Ａ

平成
２９

年度

周知用リーフレット配布人数 人 1000 1000 1000

受給者数 人 0 3 1 Ａ

平成
３０

年度

周知用リーフレット配布人数 人 1000 1000 1000 Ａ
広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1 1 Ａ
受給者数 人 0 0 1 C

令和
元

年度

周知用リーフレット配布人数 人 1000 1000

広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1

受給者数 人 0 1

広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1
令和

２
年度

周知用リーフレット配布人数 人 1000 1000

受給者数 人 0 1

令和
３

年度

周知用リーフレット配布人数 人 1000 1000

広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1

受給者数 人 0 1
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

・29年度は受給者数が3人に増え、雇用保険制度の教育訓練給付金との併用が可能になったという制
度拡充の周知の効果が一定程度現れたことが考えられる。窓口で配付するチラシの内容をより分かり
やすく工夫し、引き続き周知を徹底する。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

30年度は、相談が2件あったが申請には至っていない。31年度からは支給額の上限が80万円に引き上
げられ、制度の拡充が図られるため、引き続き周知に力を入れていきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(2)

1)

37

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生活上の困難や人権課題を抱える人々への支援の充実

施策の方向 ひとり親家庭への支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子育て支援係

記入者氏名 水上　郁子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 高等職業訓練促進給付金等事業

事業内容
就職に有利であり、かつ生活の安定に資する資格取得を促進するため、養成機関修業期間中に訓練促進給
付金、修了後に修了支給給付金を支給し、経済的支援を行います。

事業実績
（平成30年度）

訓練促進給付金支給・・・20名（新規10名、継続10名）
修了支援給付金支給・・・7名

A平成
２９

年度

高等職業訓練促進給付金受給者就職率 ％ 100 100 100

C平成
３０

年度

高等職業訓練促進給付金受給者就職率 ％ 100 86.0 100

令和
元

年度

高等職業訓練促進給付金受給者就職率 ％ 100 100

令和
２

年度

高等職業訓練促進給付金受給者就職率 ％ 100 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

高等職業訓練促進給付金受給者就職率 ％ 100 100

A
広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 3 1 A

平成
２９

年度

周知用リーフレットの配布人数 人 1000 1000 1000

新規受給者数 人 5 7 5 A

平成
３０

年度

周知用リーフレットの配布人数 人 1000 1000 1000 A
広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1 1 A
新規受給者数 人 7 10 10 A

令和
元

年度

周知用リーフレットの配布人数 人 1000 1000

広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1

新規受給者数 人 7 10

広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1
令和

２
年度

周知用リーフレットの配布人数 人 1000 1000

新規受給者数 人 7 10

令和
３

年度

周知用リーフレットの配布人数 人 1000 1000

広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1

新規受給者数 人 7 10
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平成
２９

年度

課題・問題点・改善策 今後の方向性

・申請が遅れ、年度の初めから支給されない者が生じる可能性がある。
（29年度は全員が年度初めから支給された。）
・これまでの周知方法に加え、受給資格者が通学すると思われる近隣の養成機関に対し制度の周知を
依頼する。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

課題・問題点・改善策 今後の方向性

1名のみ1ヶ月遅れでの支給となったが、新規受給者が目標値の10人に達成した。31年度からは更に
制度が拡充され、最終年度のみ訓練給付金が4万円上乗せされることになった。この内容を含めて更
に周知徹底に努めていきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

課題・問題点・改善策 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

課題・問題点・改善策 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

課題・問題点・改善策 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(2)

1)

38

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生活上の困難や人権課題を抱える人々への支援の充実

施策の方向 ひとり親家庭への支援

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子育て支援係

記入者氏名 長野　美紀

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 ひとり親家庭等日常生活支援事業

事業内容
家庭生活支援員を派遣し、食事の世話、住居の掃除、生活必需品の買い物、その他の付帯する日常生活の
支援を行います。また、子育て支援として、乳幼児の保育、その他付帯する日常生活の便宜を図るための支
援を行います。

事業実績
（平成30年度）

新規利用登録者数　０人
利用者数　実１人　延３人
派遣回数　２回
派遣時間　１８時間

Ａ平成
２９

年度

ひとり親家庭等日常生活支援事業利用登録世帯の実施率 ％ 100 100 100

Ａ平成
３０

年度

ひとり親家庭等日常生活支援事業利用登録世帯の実施率 ％ 100 100 100

令和
元

年度

ひとり親家庭等日常生活支援事業利用登録世帯の実施率 ％ 100 100

令和
２

年度

ひとり親家庭等日常生活支援事業利用登録世帯の実施率 ％ 100 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

ひとり親家庭等日常生活支援事業利用登録世帯の実施率 ％ 100 100

Ａ
広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1 1 Ａ

平成
２９

年度

周知用リーフレットの配布人数 人 1000 1000 1000

利用者数 人 5 9 5 Ａ

平成
３０

年度

周知用リーフレットの配布人数 人 1000 1000 1000 Ａ
広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1 1 Ａ
利用者数 人 5 3 5 C

令和
元

年度

周知用リーフレットの配布人数 人 1000 1000

広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1

利用者数 人 5 5

広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1
令和

２
年度

周知用リーフレットの配布人数 人 1000 1000

利用者数 人 5 5

令和
３

年度

周知用リーフレットの配布人数 人 1000 1000

広報たがわ、市ホームページ、ひとり親家庭の生活便利帳掲載回数 回 1 1

利用者数 人 5 5
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成29年度中に登録したひとり親世帯は3世帯で、希望する日時に利用することができました。
現在、委託している母子寡婦福祉会の支援員数が少なく、利用希望が増えた場合、対応が困難になる
ため委託先や方法について検討する必要があります。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度中に登録したひとり親世帯はありませんでした。
委託先の母子寡婦福祉会の支援員数が少ないことや、申請者の利用希望時間等と支援員の都合が
合わず、利用できないこともありました。複数の委託先の確保について検討する必要があります。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(2)

2)

39

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生活上の困難や人権課題を抱える人々への支援の充実

施策の方向 子ども、高齢者、障がい者、外国人及び性的少数者等の人権を尊重する啓発の推進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子育て支援係

記入者氏名 長野　美紀

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 児童虐待防止

事業内容
児童虐待の通告受理に伴い、対応支援を行います。特に、養育支援が必要であると判断した家庭に対して、
その居宅を訪問し養育支援を行います。また、児童虐待の未然防止のため、出産後間もない育児に不慣れな
母子に対し、育児支援講座を行います。

事業実績
（平成30年度）

児童虐待相談件数　７６件
IPPO講座出席者数　実４５人、延２５１人
養育支援訪問件数 　４９８人

A平成
２９

年度

児童虐待による死亡件数 件 0 0 0

A平成
３０

年度

児童虐待による死亡件数 件 0 0 0

令和
元

年度

児童虐待による死亡件数 件 0 0

令和
２

年度

児童虐待による死亡件数 件 0 0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

児童虐待による死亡件数 件 0 0

A
養育支援訪問実施率 ％ 100 100 100 A

平成
２９

年度

育児支援講座実施回数 クール 4 4 4

平成
３０

年度

育児支援講座実施回数 クール 4 4 4 A
養育支援訪問実施率 ％ 100 100 100 A

令和
元

年度

育児支援講座実施回数 クール 4 4

養育支援訪問実施率 ％ 100 100

養育支援訪問実施率 ％ 100 100
令和

２
年度

育児支援講座実施回数 クール 4 4

令和
３

年度

育児支援講座実施回数 クール 4 4

養育支援訪問実施率 ％ 100 100
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

虐待相談対応については４８時間以内に目視（第三者含む）もでき、関係機関と連携を図りながら対応
できました。
育児支援講座（ＩＰＰＯ講座）については、定員どおりの申込みがあっており出席率もよい状況です。
回数の見直しについては、申込状況を見ながら考えます。
養育支援訪問も支援が必要な家庭には引き続き行っていきます。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

虐待相談対応については、関係機関と連携を図りながら対応できました。
育児支援講座（ＩＰＰＯ講座）も、定員どおりの申込みがあっており出席率もよい状況です。
養育支援訪問は家庭相談員（２人⇒３人）と保健師（２人⇒３人）が増員となったことから、継続的に丁
寧な支援が行えました。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(2)

2)

40

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生活上の困難や人権課題を抱える人々への支援の充実

施策の方向 子ども、高齢者、障がい者、外国人及び性的少数者等の人権を尊重する啓発の推進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 高齢障害課 地域包括支援センター

記入者氏名 高原　洋城

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 高齢者の権利を尊重する啓発の推進

事業内容
高齢者の権利を尊重する意識を高めるため、市民または専門職等に対し、研修会を開催します。また、広報
たがわや市ホームページ等を活用し、啓発を行います。

事業実績
（平成30年度）

12月に「最後まで自分らしく～高齢社会を生き抜くための最後の備えについて考えてみませんか」というタイト
ルで権利擁護研修会を開催。57人参加しました。

B平成
２９

年度

権利擁護研修会の参加者数 人 20 25 30

A平成
３０

年度

権利擁護研修会の参加者数 人 20 57 30

令和
元

年度

権利擁護研修会の参加者数 人 20 30

令和
２

年度

権利擁護研修会の参加者数 人 20 30

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

権利擁護研修会の参加者数 人 20 30

A
平成
２９

年度

権利擁護研修会開催回数 回 1 1 1

平成
３０

年度

権利擁護研修会開催回数 回 1 1 1 A

令和
元

年度

権利擁護研修会開催回数 回 1 1

令和
２

年度

権利擁護研修会開催回数 回 1 1

令和
３

年度

権利擁護研修会開催回数 回 1 1
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

権利擁護研修会のテーマによって、参加者数の変動が大きく、権利擁護に関する制度（成年後見制度
等）を前面に押し出したテーマ設定の場合、専門職の参加者は一定数いるが、住民の参加者数は少な
い。今後、住民が参加しやすいテーマ設定を行うとともに、権利擁護に関して必要な情報の啓発を行っ
ていき、高齢者の権利に関する住民意識の向上を目指していきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

「最後まで自分らしく」というテーマで権利擁護研修会を行った。参加者が多く、熱心に受講していた。た
だ、内容が多岐にわたり住民には少し難しい部分があったのではないかと考えている。今後は、複数
回に分ける等理解しやすいよう工夫が必要。また引き続き権利擁護に関して必要な情報の啓発を行っ
ていき、高齢者の権利に関する住民意識の向上を目指していきたい。５７人参加。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(2)

2)

41

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生活上の困難や人権課題を抱える人々への支援の充実

施策の方向 子ども、高齢者、障がい者、外国人及び性的少数者等の人権を尊重する啓発の推進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 高齢障害課 障害者支援係

記入者氏名 原田　幸

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 障がい者虐待防止のための啓発の推進

事業内容
障がい者虐待防止に関する啓発パンフレットを窓口に設置するとともに、必要に応じて虐待に関する相談に
応じ、情報提供を行います。また、障がいについての理解促進を図るための情報及び虐待相談窓口に関する
情報を広報たがわや市ホームページ等を活用し、周知します。

事業実績
（平成30年度）

・障がい者虐待防止の内容を包括する「障害者差別解消法」について、平成３１年１月２２日に職員研修を実施、１５１人の参加がありまし
た。
・虐待に関する相談を８件受け付け、必要に応じて対応マニュアルに沿って対応をしました。うち、１件は実地調査や県への報告を行いま
した。
・障がいについての理解促進を図るための情報については、広報たがわ（２月１日号）及びホームページを活用して周知しました。

B平成
２９

年度

パンフレット配布人数 人 26 104 105

-平成
３０

年度

パンフレット配布人数 人 26 0 120

令和
元

年度

パンフレット配布人数 人 26 135

令和
２

年度

パンフレット配布人数 人 26 140

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

パンフレット配布人数 人 26 150

Ａ
平成
２９

年度

障がい者虐待防止についての周知回数 回 1 1 1

平成
３０

年度

障がい者虐待防止についての周知回数 回 1 2 1 A

令和
元

年度

障がい者虐待防止についての周知回数 回 1 1

令和
２

年度

障がい者虐待防止についての周知回数 回 1 1

令和
３

年度

障がい者虐待防止についての周知回数 回 1 1
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　啓発パンフレットの設置や配布により相談窓口が周知されたため、平成２９年度は虐待に関する相談
が７件ほどあった。（前年度は０件。）引き続き、障害者虐待についての啓発、相談窓口の周知を行う。
　平成２８年４月に「障害者差別解消法」が施行され、「障害者虐待防止法」と内容が重複する部分があ
るため、虐待防止法についての広報の掲載は行わず、障がいについての理解促進を図るための情報
の掲載のみにとどめた。しかしながら、本年度の相談数の増加等を勘案すると、障害者虐待の相談先
だけでも広報に掲載することや、ホームページによる周知は行うべきであったと考えられる。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

　平成３０年度において、障害者虐待に関する相談、通報は８件あり、案件に応じて現地調査を行ったり、コアメンバー会議等を行った。また、障
害者虐待の内容を包括する「障害者差別解消法」の市職員研修会を１回行った。（当該研修は３年間で全職員の受講が完了する見込み）。
　障害者虐待案件の現地調査や相談の中で、障害者虐待防止法という言葉の認知度は全体的に上がったように感じられたが、どのような行動が
虐待にあたるのか、行為者、被行為者が虐待と認識していない場合は虐待にあたるのか、など、障害者虐待に関する詳細な認識が不十分である
ことが明らかになった。
　今後、本市職員をはじめ市民全体の障害者虐待に対する認知・意識を高めるため、引き続きパンフレットの配布を継続するとともにホームペー
ジ、広報への掲載、障害者週間の活動（詳細未定）を通じて積極的な啓発を行いたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(2)

2)

42

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生活上の困難や人権課題を抱える人々への支援の充実

施策の方向 子ども、高齢者、障がい者、外国人及び性的少数者等の人権を尊重する啓発の推進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 人権・同和対策係

記入者氏名 佐藤　隆一

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 外国人の権利を尊重する啓発の推進

事業内容 外国人に対する正しい理解を深めるため、研修会等を行い、啓発を進めます。

事業実績
（平成30年度）

人権・同和問題課題別研修会(第４回目)において、「個別人権課題について学ぶ『多文化共生』　『コリアン文化と在日の
想い』」というテーマで研修を実施しました。参加者は37人でした。アンケートでは、「胸があつくなりました。ヘイトスピーチ
や差別は絶対にしてはいけないと思います。」といった感想をいただきました。また、「ヘイトスピーチ解消法」をテーマに、
田川市職員研修の一環である人権学習・接遇改善推進員研修（第３回目）や係長、主任級を対象とした階層別研修を実
施しました。参加者数は、合わせて176人でした。

A平成
２９

年度

外国人に関する研修会参加者数 人／年 0人／年 181人／年50人／年

A平成
３０

年度

外国人に関する研修会参加者数 人／年 0人／年 213人／年50人／年

令和
元

年度

外国人に関する研修会参加者数 人／年 0人／年 50人／年

令和
２

年度

外国人に関する研修会参加者数 人／年 0人／年 50人／年

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

外国人に関する研修会参加者数 人／年 0人／年 50人／年

A
平成
２９

年度

外国人に関する研修会開催回数 回／年 0回／年 １回／年 １回／年

平成
３０

年度

外国人に関する研修会開催回数 回／年 0回／年 ３回／年 １回／年 A

令和
元

年度

外国人に関する研修会開催回数 回／年 0回／年 １回／年

令和
２

年度

外国人に関する研修会開催回数 回／年 0回／年 １回／年

令和
３

年度

外国人に関する研修会開催回数 回／年 0回／年 １回／年
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

参加者の人達の理解を深めるための効果的な啓発の方法を確立することが求められる。 継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は、「ヘイトスピーチ解消法」をテーマに、市民向けの研修を1回、市職員向けの研修を2
回、合計3回実施することができ、研修参加者数と研修開催回数が昨年より増加した。今後は目標値で
ある年1回の研修会開催に取り組むなかで、参加者の理解を深めるための効果的な啓発の方法や、さ
らに多くの人たちに参加してもらうための手法を確立していきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(2)

2)

43

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生活上の困難や人権課題を抱える人々への支援の充実

施策の方向 子ども、高齢者、障がい者、外国人及び性的少数者等の人権を尊重する啓発の推進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 性的少数者の権利を尊重する啓発の推進

事業内容
性的少数者に対する正しい理解を深めるため、広報たがわやゆめっせ通信、市ホームページ等を活用した情
報提供、研修会等を行い、啓発を進めます。

事業実績
（平成30年度）

性的少数者に対する正しい理解を深めるため、広報たがわ（6/1号）の特集号にＬＧＢＴに関する記事を掲載し
ました。

ー平成
２９

年度

性的少数者という言葉について「見たり、聞いたりしたことがあ
る」と回答した人の割合

％ ― ― ―

A平成
３０

年度

性的少数者という言葉について「見たり、聞いたりしたことがあ
る」と回答した人の割合

％ ― 45.7 5.0

令和
元

年度

性的少数者という言葉について「見たり、聞いたりしたことがあ
る」と回答した人の割合

％ ―  45.7 ―

令和
２

年度

性的少数者という言葉について「見たり、聞いたりしたことがあ
る」と回答した人の割合

％ ―  45.7 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

性的少数者という言葉について「見たり、聞いたりしたことがあ
る」と回答した人の割合

％ ―  45.7 10.0　55.7

A
平成
２９

年度

性的少数者に関する情報掲載回数 件 0 1 1

平成
３０

年度

性的少数者に関する情報掲載回数 件 0 1 1 A

令和
元

年度

性的少数者に関する情報掲載回数 件 0 1

令和
２

年度

性的少数者に関する情報掲載回数 件 0 1

令和
３

年度

性的少数者に関する情報掲載回数 件 0 1
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

性的少数者の権利を尊重する啓発は、第１次男女共同参画プランでは実施しておらず、第２次男女共
同参画プランからの取組である。初年度である平成２９年度はゆめっせ通信を活用して基礎的な内容
の啓発を行った。今後も継続して、情報提供や研修会等を開催し、周知を図っていく。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は広報たがわの特集号を活用し、ＬＧＢＴに対する啓発を行った。今後は、市ホームページ
等を活用し啓発を進めていきたい。成果指標の実績値が目標値を上回ったため、目標値を見直した
い。また、基準値は平成30年度の実績値としたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(3)

1)

44

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生涯を通じた心身の健康支援

施策の方向 心身の健康づくり支援の充実

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 地域福祉課 保健センター

記入者氏名 藤村

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 生涯を通じた男女の健康支援の推進

事業内容
性別や年齢に関わらず自ら健康管理ができるように、健康相談会や講演会等を実施します。また、チラシの
配布及び広報たがわや市ホームページ等を活用し、啓発を行います。

事業実績
（平成30年度）

平成30年度は健康相談会を23回行い、295人が参加した
こころの健康について正しい知識を普及するため、図書館で企画展を行い、うつ病についてのパネル展示を
行った。
また「身近な人がひきこもりになった場合の関わり方」と題して、啓発劇を交えた講演会を行い、46名が参加し
た

A平成
２９

年度

自殺死亡者数 人 15 10 10

B平成
３０

年度

自殺死亡者数 人 15 14 10

令和
元

年度

自殺死亡者数 人 15 10

令和
２

年度

自殺死亡者数 人 15 10

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

自殺死亡者数 人 15 10

C
リーフレット等による周知回数 回 1 1 1 A

平成
２９

年度

講演会（研修会）参加者数 人 37 34 50

平成
３０

年度

講演会（研修会）参加者数 人 37 46 50 B
リーフレット等による周知回数 回 1 3 1 A

令和
元

年度

講演会（研修会）参加者数 人 37 50

リーフレット等による周知回数 回 1 1

リーフレット等による周知回数 回 1 1
令和

２
年度

講演会（研修会）参加者数 人 37 50

令和
３

年度

講演会（研修会）参加者数 人 37 50

リーフレット等による周知回数 回 1 1
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

今後も、健康に関する普及啓発を継続する。 継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度新規に図書館で、こころの健康に関するパネル展示を行った。また平成31年度から新たに
「こころの相談室（こころの相談会）」を実施する予定であり、今後も健康に関する普及啓発を継続す
る。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(3)

1)

45

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生涯を通じた心身の健康支援

施策の方向 心身の健康づくり支援の充実

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 地域福祉課 保健センター

記入者氏名 河野圭子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 健（検）診、健康相談、健康情報の提供

事業内容
各種がん検診（胃がん・肺がん・大腸がん・子宮頸がん・乳がん・前立腺がん）及び骨粗しょう症検診、肝炎ウ
イルス検診、また生活保護受給者健診、ヤング健診を実施します。また、その際、必要に応じた健康相談や
情報提供を行います。

事業実績
（平成30年度）

特定健診や各種がん検診等を市の集団健診で26回実施しました。また、健康相談会を23回実施しました。
平成27年度までは、受診率を算出するのに、対象者から就業者等を除いていたが、28年度からは40歳から
64歳の全住民を対象としている。

C平成
２９

年度

がん検診受診率 ％ 17.6 6.4 20.0

A平成
３０

年度

がん検診受診率 ％ 6.4 6.5 6.5

がん検診（五大がん）受診者延べ数 人 5,915 6,000

令和
元

年度

がん検診受診率特定健診受診率 ％ 6.4 25.8 6.5 60.0

がん検診（五大がん）受診者延べ数 人 5,915 6,000

令和
２

年度

がん検診受診率特定健診受診率 ％ 6.4 25.8 6.5 60.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

がん検診（五大がん）受診者延べ数 人 5,915 6,000

令和
３

年度

がん検診受診率特定健診受診率 ％ 6.4 25.8 6.5 60.0

B
平成
２９

年度

健（検）診受診者延べ人数 人 9,136 9,309 10,000

平成
３０

年度

健（検）診受診者延べ人数 人 9,136 9,853 10,000 B

令和
元

年度

健（検）診受診者延べ人数 人 9,136 10,000

がん検診実施回数 回 26 26

ヤング健診受診者数 人 127 130

がん検診実施回数 回 26 26
令和

２
年度

健（検）診受診者延べ人数 人 9,136 10,000

ヤング健診受診者数 人 127 140

令和
３

年度

健（検）診受診者延べ人数 人 9,136 10,000

がん検診実施回数 回 26 26

ヤング健診受診者数 人 127 140
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

今後も、健（検）診の普及啓発を行い、市民が健（検）診を受けやすい体制づくりを行っていきます。
３０年度以降も受診率算出方法が変更になる可能性があり、評価が困難なため、指標の見直しが必要
である。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

レディース健診の回数を2回から4回に増やしました。セット検診（同一日に指定のがん検診を受診する）の導入を
行う等受診しやすい体制づくりを目指しました。今後も、健（検）診の普及啓発を行っていきます。
成果指標の「がん検診受診率」は対象者の変更が多く、実績値では判定しずらいことから「特定健診受診率」に見
直したい。また、「がん検診（５大がん）受診者延べ数」を追加したい。また、活動指標（目標値）が第5次総合計画
実施計画事業と相違しているため、活動指標の「健（検）診受診者延べ人数」から「がん検診実施回数」と「ヤング
検診受診者数」に見直したい。これに伴い、成果指標及び活動指標の基準値は平成29年度実績値としたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(3)

2)

46

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生涯を通じた心身の健康支援

施策の方向 性と生殖の健康と権利についての理解促進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 学校教育課　 学校教育係

記入者氏名 亀谷　勝弘

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 子どもの発達段階に応じた性教育の実施

事業内容 小中学校の保健体育、特別活動、道徳の時間において、発達段階に応じた性教育の授業を行います。

事業実績
（平成30年度）

校長会及び田川市教科等研保健体育、特別活動、道徳の各部会において発達段階に応じた性教育の推進
を図るよう周知した。

A平成
２９

年度

性教育の授業を受けた児童生徒割合 ％ 100 100 100

A平成
３０

年度

性教育の授業を受けた児童生徒割合 ％ 100 100 100

令和
元

年度

性教育の授業を受けた児童生徒割合 ％ 100 100

令和
２

年度

性教育の授業を受けた児童生徒割合 ％ 100 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

性教育の授業を受けた児童生徒割合 ％ 100 100

A
平成
２９

年度

性教育に関する授業実施率 ％ 100 100 100

平成
３０

年度

性教育に関する授業実施率 ％ 100 100 100 A

令和
元

年度

性教育に関する授業実施率 ％ 100 100

令和
２

年度

性教育に関する授業実施率 ％ 100 100

令和
３

年度

性教育に関する授業実施率 ％ 100 100
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

校長会及び田川市教科等研保健体育、特別活動、道徳の各部会において発達段階に応じた性教育
の推進を図るよう周知した。今後、教科等研修会を中心に推進を図っていきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

昨年に引き続き、校長会及び田川市教科等研保健体育、特別活動、道徳の各部会において発達段階
に応じた性教育の推進を図るよう周知した。今後も、教科等研修会を中心に推進を図っていきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(3)

2)

47

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生涯を通じた心身の健康支援

施策の方向 性と生殖の健康と権利についての理解促進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 地域福祉課 保健センター

記入者氏名 坂元　友理子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 薬物乱用防止のための啓発の推進

事業内容
母子健康手帳交付や健康相談会等で喫煙や飲酒、シンナーなど、薬物による健康被害について情報提供を
行います。

事業実績
（平成30年度）

母子健康手帳の交付時の面接や、健康相談において聞き取りを行い、喫煙や飲酒の健康影響について保健
指導を行った。また薬物乱用防止等について3種類のポスターを掲示した。

A平成
２９

年度

1人あたりの乳幼児健診受診回数の平均
（保護者1人あたりの情報提供回数の平均）

回 3.73 3.8 3.8

C平成
３０

年度

1人あたりの乳幼児健診受診回数の平均
（保護者1人あたりの情報提供回数の平均）

回 3.73 3.68 3.8

母子手帳交付率 ％ 100 100

令和
元

年度

1人あたりの乳幼児健診受診回数の平均
（保護者1人あたりの情報提供回数の平均）

回 3.73 3.8

母子手帳交付率 ％ 100 100

令和
２

年度

1人あたりの乳幼児健診受診回数の平均
（保護者1人あたりの情報提供回数の平均）

回 3.73 3.8

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

母子手帳交付率 ％ 100 100

令和
３

年度

1人あたりの乳幼児健診受診回数の平均
（保護者1人あたりの情報提供回数の平均）

回 3.73 4.0

A
平成
２９

年度

母子手帳交付率 ％ 100 100 100

平成
３０

年度

母子手帳交付率 ％ 100 100 100 A

令和
元

年度

母子手帳交付率 ％ 100 100

薬物乱用禁止のポスター掲示回数 回 3 3

薬物乱用禁止のポスター掲示回数 回 3 3
令和

２
年度

母子手帳交付率 ％ 100 100

令和
３

年度

母子手帳交付率 ％ 100 100

薬物乱用禁止のポスター掲示回数 回 3 3
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

乳幼児健診の受診率向上に努め、より多く保護者と関わり、保健指導を行う必要がある。 継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

母子健康手帳の交付時には、全員に情報提供や保健指導を実施できているが、訪問、育児相談、乳
幼児健診などでは保護者と会う機会にしか、正しい情報提供や保健指導は実施できていない。主に母
子手帳交付時に喫煙・飲酒の健康被害についての情報提供を行っているため、実態に合わせ、成果
指標を母子手帳交付率に、活動指標をポスター掲示回数に見直したい。また、基準値は平成30年度の
実績値としたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(3)

2)

48

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生涯を通じた心身の健康支援

施策の方向 性と生殖の健康と権利についての理解促進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 学校教育課　 学校教育係

記入者氏名 亀谷　勝弘

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 薬物乱用防止のための教育の推進

事業内容
喫煙や飲酒、シンナー、覚せい剤など、薬物による健康被害について正しく理解するため、関係機関と連携
し、薬物乱用防止のための教育を推進します。

事業実績
（平成30年度）

小学校については5、6年生、中学校については全学年を対象に外部講師や、養護教諭等による授業を実
施。
講演会受講率は100％でした。（小学5、6年生 917人中917人、中学生 1,147人中1,147人受講）

A平成
２９

年度

講演会受講者率 ％ 71.8 100 100

A平成
３０

年度

講演会受講者率 ％ 71.8 100 100

令和
元

年度

講演会受講者率 ％ 71.8 100

令和
２

年度

講演会受講者率 ％ 71.8 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

講演会受講者率 ％ 71.8 100

A
平成
２９

年度

薬物乱用防止のための全校児童生徒を対象とした講演会実施率 ％ 64.7 100 100

平成
３０

年度

薬物乱用防止のための全校児童生徒を対象とした講演会実施率 ％ 64.7 100 100 A

令和
元

年度

薬物乱用防止のための全校児童生徒を対象とした講演会実施率 ％ 64.7 100

令和
２

年度

薬物乱用防止のための全校児童生徒を対象とした講演会実施率 ％ 64.7 100

令和
３

年度

薬物乱用防止のための全校児童生徒を対象とした講演会実施率 ％ 64.7 100

95



平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

各学校の生徒指導部会及び養護教諭部会が中心に授業を実施している。今後も、養護教諭部会を中
心に組織を動かし推進を図っていく。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

各学校において年間計画の中に薬物乱用防止の授業計画を位置づけている。今後も、計画をもとに
各学校の生徒指導部会及び養護教諭部会が中心に授業を実施していく。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3

(3)

2)

49

基本目標 男女がともに健やかに安心して暮らす

基本取組 生涯を通じた心身の健康支援

施策の方向 性と生殖の健康と権利についての理解促進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 地域福祉課 保健センター

記入者氏名 坂元　友理子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 性と生殖の健康と権利に関する意識啓発

事業内容
広報たがわや市ホームページ等を活用し、相談事業に関する情報提供を行います。また、乳児全戸訪問時
やイベント等でリプロダクティブ・ヘルス/ライツ（性と生殖の健康と権利）に関するリーフレットを配布します。ま
た、不妊に悩む方の支援として治療費の助成を行います。

事業実績
（平成30年度）

市ホームページや乳幼児健診で情報提供を行い、電話相談や来所時の保健相談を行った。

Ｃ

田川市不妊治療助成金交付件数 件 30 22 40 Ｃ

平成
２９

年度

早期妊娠届出率 ％ 84.7 76.1 85.0

A

田川市不妊治療助成金交付件数 件 30 30 40 Ｃ

平成
３０

年度

早期妊娠届出率 ％ 84.7 86.7 85.0

田川市不妊治療助成金交付件数 件 30 40

令和
元

年度

早期妊娠届出率 ％ 84.7 85.0

田川市不妊治療助成金交付件数 件 30 40

令和
２

年度

早期妊娠届出率 ％ 84.7 85.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

田川市不妊治療助成金交付件数 件 30 40

令和
３

年度

早期妊娠届出率 ％ 84.7 85.0

-
田川市不妊治療助成金周知回数 回 1 3 1 A

平成
２９

年度

リーフレット配布件数 件 - - -

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成
３０

年度

家族計画についての保健指導率 ％ - 100 100 A
田川市不妊治療助成金周知回数 回 3 4 4 A

令和
元

年度

家族計画についての保健指導率 ％ - 100

田川市不妊治療助成金周知回数 回 3 4

田川市不妊治療助成金周知回数 回 3 4
令和

２
年度

家族計画についての保健指導率 ％ - 100

令和
３

年度

家族計画についての保健指導率 ％ - 100

田川市不妊治療助成金周知回数 回 3 4

97



平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

不妊治療助成について、申請を希望する人が的確に情報を得られるように、周知できる場を３回から４
回に増やしていく。リーフレットは県から提供されるものであり、継続して配布することが困難なため、活
動指標の見直しを行う。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・活動指標の見直しについて了承。 ・不妊治療は個人で対応する方が多いので、公的な所に相
談ができるという認識が低い。不妊治療助成金について周
知することはよいことである。
・成果指標（不妊治療助成金交付件数）の数値の見直しに
ついて、妥当かどうか審議会で判断することは難しい。交
付件数よりも事業内容が知りたい。。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

不妊治療費助成事業について、市ホームページ、広報、医療機関でのチラシの設置を行い、広く周知
できるように努めた。成果指標の不妊治療交付件数については、目標値にそぐわないため、成果指標
から削除したい。総合計画の指標からもすでに削除している。次年度からは、不妊治療助成金交付件
数及び交付申請者に対する交付決定者の割合は、事業実績に記載する。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント
・具体的施策（性と生殖の健康と権利の意識啓発）と成果指標（早期妊娠届出率）の
関連がわからない。この指標で施策の成果がわかるのか。
・具体的施策（性と生殖の健康と権利の意識啓発）のために何をするべきだと考え
ているのか。
・性と生殖の健康と権利に関する情報が周知できていることが成果なのではない
か。
・成果指標については、他に適切な指標がないということで見直しについて了承。

・早期妊娠届出率は、本当に望んで妊娠した人の割合の目安になるので、指標にす
る意味は理解できる。
・不妊の原因に性感染症の問題があるので、性感染症に関する啓発などが指標に
あってもいいのではないか。若い人への啓発が必要である。
・不妊治療の助成を希望している人がきちんと助成を受けられているかが重要。不
妊治療助成金交付件数は削除せず、今後も把握しておくべき数値である。申請者に
対する交付決定者の割合を出してほしい。

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(1)

1)

50

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

施策の方向 男女共同参画を進める広報、啓発活動

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 様々な広報媒体による啓発の推進

事業内容
広報たがわやゆめっせ通信、市ホームページ等を活用し、男女共同参画についてわかりやすい啓発に努め
ます。その際、より多くの人に啓発及び情報発信ができるよう、掲載内容を充実させるとともに、啓発方法の
見直しを随時行います。

事業実績
（平成30年度）

ゆめっせ通信№13と№14を発行し、女性のための災害対応力向上講座実施報告や市民意識調査（簡易版）の結果報告を掲載しました。
広報たがわ特集号では、5/15号に女性による元気な地域づくり応援講座の概要、6/1号には教育分野から見た男女の格差、8/15号には
第2次田川市男女共同参画プラン（前期計画）の進捗状況を掲載しました。
市ホームページには、更新15回、新規41回、計56回掲載しました。（平成29年度更新15回、新規49回）
各種事業に係る参加者は329人中139人が新規参加者で、新規参加者の割合は42.2%でした。（平成29年度43.9％）

A

各種事業に係る新規参加者割合 ％ 63.4 43.9 64.7 C

平成
２９

年度

ゆめっせ通信認知度 ％ 16.4 64.6 17.0

A

各種事業に係る新規参加者割合 ％ 63.4 42.2 66.0 C

平成
３０

年度

ゆめっせ通信認知度 ％ 16.4 29.3 17.8

各種事業に係る新規参加者割合　各種事業における新規参
加者割合の平均

％ 63.4　55.5 67.3

令和
元

年度

ゆめっせ通信認知度 ％ 16.4 18.4

各種事業に係る新規参加者割合　各種事業における新規参
加者割合の平均

％ 63.4　55.5 68.6

令和
２

年度

ゆめっせ通信認知度 ％ 16.4 19.2

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

各種事業に係る新規参加者割合　各種事業における新規参
加者割合の平均

％ 63.4　55.5 70.0

令和
３

年度

ゆめっせ通信認知度 ％ 16.4 20.0

A
広報たがわ特集記事掲載回数 回 2 3 2 A

平成
２９

年度

ゆめっせ通信発行回数 回 2 2 2

市ホームページ掲載回数 回 41 64 43 A

平成
３０

年度

ゆめっせ通信発行回数 回 2 2 2 A
広報たがわ特集記事掲載回数 回 2 3 2 A
市ホームページ掲載回数 回 64 56 65 C

令和
元

年度

ゆめっせ通信発行回数 回 2 2

広報たがわ特集記事掲載回数 回 2 2

市ホームページ掲載回数 回 64 65

広報たがわ特集記事掲載回数 回 2 2
令和

２
年度

ゆめっせ通信発行回数 回 2 2

市ホームページ掲載回数 回 64 70

令和
３

年度

ゆめっせ通信発行回数 回 2 2

広報たがわ特集記事掲載回数 回 2 2

市ホームページ掲載回数 回 64 70
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

ゆめっせ通信及び広報たがわ特集号の内容を充実させるための見直しはできなかった。今後は他市
町村の情報誌等を参考にし、ゆめっせ通信や広報たがわの特集号の内容の検討を行いたい。市ホー
ムページでは広報たがわやゆめっせ通信で伝えられないタイムリーな情報を随時、掲載し、市民への
周知を図った。市ホームページ掲載回数は目標値を上回っているので、目標値を見直したい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

ゆめっせ通信や広報たがわ特集号の内容を市民にわかりやすく伝えるために係会議等で協議を行った。また、市ホームページ
には広報たがわやゆめっせ通信で伝えられないタイムリーな情報を随時掲載し、市民への周知を図った。今後は、他市町村の
ホームページや情報誌等を参考にし、掲載内容を充実させていきたい。
成果指標「各種事業に係る新規参加者割合」の算出方法が「各種事業に係る新規参加者総数÷全参加者総数」となっており、こ
の算出方法では参加者数の多いイベントの新規参加者割合が実績値に大きく影響するため、指標の算出方法を「各種事業にお
ける新規参加者割合の平均」に見直したい。また、平成30年度の実績値55.5％を基準値とし、目標値70％はそのまま継続した
い。目標値を増加しない理由は、新規参加者同様継続参加者も重要であるため。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・成果指標の見直しについては了承。 ・成果指標の見直しについては了承。

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(1)

1)

51

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

施策の方向 男女共同参画を進める広報、啓発活動

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 市長公室

記入者氏名 嶋田啓佑

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 公的広報の表現ガイドラインに沿った広報紙の編集

事業内容
平成27年3月に作成された『男女共同参画の視点に立った「公的広報の表現ガイドライン」』に沿った編集を行
い、広報たがわを発行します。

事業実績
（平成30年度）

毎月1日号・15日号の月2回、年度合計24回発行の「広報たがわ」を、『男女共同参画の視点に立った「公的広
報の表現ガイドライン」』に基づき毎号を校正した。平成３０年度、男女共同参画に関する市民意識調査（簡易
版）を男女共同参画推進室が実施し、「男女共同参画の視点に立った広報紙への満足度」は57.7％となった。

ー平成
２９

年度

男女共同参画の視点に立った広報紙への満足度 ％ 58.7 ― ―

C平成
３０

年度

男女共同参画の視点に立った広報紙への満足度 ％ 58.7 57.7 ―

令和
元

年度

男女共同参画の視点に立った広報紙への満足度 ％ 58.7 ―　65.0

令和
２

年度

男女共同参画の視点に立った広報紙への満足度 ％ 58.7 65.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

男女共同参画の視点に立った広報紙への満足度 ％ 58.7 65.0

A
平成
２９

年度

『男女共同参画の視点に立った「公的広報の表現ガイドライン」』に基づく紙面の校正 回/号 1回/1号 1回/1号 1回/1号

平成
３０

年度

『男女共同参画の視点に立った「公的広報の表現ガイドライン」』に基づく紙面の校正 回/号 1回/1号 1回/1号 1回/1号 A

令和
元

年度

『男女共同参画の視点に立った「公的広報の表現ガイドライン」』に基づく紙面の校正 回/号 1回/1号 1回/1号

令和
２

年度

『男女共同参画の視点に立った「公的広報の表現ガイドライン」』に基づく紙面の校正 回/号 1回/1号 1回/1号

令和
３

年度

『男女共同参画の視点に立った「公的広報の表現ガイドライン」』に基づく紙面の校正 回/号 1回/1号 1回/1号
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

男女共同参画の視点に立った紙面を作成するためには、素材を集める取材の段階から男性・女性の
バランスを考慮することが必要である。男性・女性に偏ることのないようなインタビューや写真撮影（フ
レーム内に男女が混合、または男性・女性それぞれを被写体に選ぶなど）に取り組みたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

男女共同参画の視点に立った紙面を作成するためには、素材を集める取材の段階から男性・女性の
バランスを考慮することが必要である。男性・女性に偏ることのないようなインタビューや写真撮影に加
え、発言内容に含まれるフレーズ（「男だから」「女だから」など）にも注意を払って編集したい。また、 次
年度に市民の満足度やニーズなどを把握する「広報紙に関するアンケート調査」を実施するため、 成
果指標の目標値を65.0に設定したい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(1)

1)

52

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

施策の方向 男女共同参画を進める広報、啓発活動

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 柳井　妙子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 「ゆめっせフェスタ」による啓発の推進

事業内容
市民の男女共同参画意識を高めるため、「ゆめっせフェスタ実行委員会」においてフェスタの内容を検討し、
開催します。講演会以外に子ども向けの教室やバザーなどの催しを行い、家族での参加や男性の参加促進
を図ります。

6月16日(土)第26回ゆめっせフェスタ2018を開催しました。実施内容は全て実行委員会で決定した内容です。
参加者は294人でアンケート協力者は179人でした。アンケートの結果で見ると男性の参加者は37人で参加率
は21.0％でした。同時開催で小学生を対象に、おりがみ教室(12人)を実施しました。託児は2人が利用し、バ
ザー出店には6団体が参加しました。

A平成
２９

年度

ゆめっせフェスタの参加者に実施するアンケートで「参考に
なった」と回答した人の割合

％ ― 88.0 80.0

A平成
３０

年度

ゆめっせフェスタの参加者に実施するアンケートで「参考に
なった」と回答した人の割合

％ ― 89.9 80.0

令和
元

年度

ゆめっせフェスタの参加者に実施するアンケートで「参考に
なった」と回答した人の割合

％ ― 80.0

令和
２

年度

ゆめっせフェスタの参加者に実施するアンケートで「参考に
なった」と回答した人の割合

％ ― 80.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

ゆめっせフェスタの参加者に実施するアンケートで「参考に
なった」と回答した人の割合

％ ― 80.0

B
平成
２９

年度

ゆめっせフェスタ新規参加率 ％ 45.1 35.0 46.1

平成
３０

年度

ゆめっせフェスタ新規参加率 ％ 45.1 30.2 47.1 Ｃ

令和
元

年度

ゆめっせフェスタ新規参加率 ％ 45.1 48.0

令和
２

年度

ゆめっせフェスタ新規参加率 ％ 45.1 49.0

令和
３

年度

ゆめっせフェスタ新規参加率 ％ 45.1 50.0
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

・実施会場
講師によって参加者数が変動するため、申込状況で急遽会場を変更してきた経過がある。２９年度は
当初から文化センターとしたが、会場の配置の関係から従事者が不足する。よって今後は常時青少年
文化ホールで実施し、先着順で定員までとしたい。
・新規参加者の開拓が困難

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

実施会場は予定どおり青少年文化ホールで開催し、特に大きな問題も出なかった。
新規参加者は54人で参加率30.2％と平成29年度の参加率35.0％より低くなり、目標値に達しなかっ
た。特に若い世代（10代・20代）の参加者は10人で参加率5.6％、30代を加えても参加者17人で参加率
9.5％と少ないことから、講師や演題について考慮したい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(1)

2)

53

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

施策の方向 家庭・職場・地域における意識啓発

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名

記入者氏名

文化生涯学習課 学習振興・人権教育係 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

鍋山　公一 柳井　妙子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 地域における学習機会の提供

事業内容
男女共同参画センター等と連携して公民館等で出前講座を行い、家庭・職場・地域における学習機会を提供
します。

事業実績
（平成30年度）

文化生涯学習課が実施している「地区公民館等人権・同和教育講座」と男女共同参画センターが連携して、
出前講座を行いました（場所：桐ヶ丘公民館、参加者：25人（男性：12人、女性：4人、性別不詳：9人））。また、
男女共同参画センター単独により、地域の活動組織（上伊田西女性の会）の依頼により、出前講座を実施し
ました（場所：上伊田西公民館、参加者33人（男性10人、女性23人））。

ー平成
２９

年度

自治会などの地域活動の場において「男女の地位が平等に
なっている」と回答した人の割合

％ 27.9 ー ―

Ｃ平成
３０

年度

自治会などの地域活動の場において「男女の地位が平等に
なっている」と回答した人の割合

％ 27.9 25.9 39.0

令和
元

年度

自治会などの地域活動の場において「男女の地位が平等に
なっている」と回答した人の割合

％ 27.9 ―

令和
２

年度

自治会などの地域活動の場において「男女の地位が平等に
なっている」と回答した人の割合

％ 27.9 ―.

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

自治会などの地域活動の場において「男女の地位が平等に
なっている」と回答した人の割合

％ 27.9 50.0

A
平成
２９

年度

出前講座実施回数 回 0 1 1

平成
３０

年度

出前講座実施回数 回 0 1 2 Ｂ

令和
元

年度

出前講座実施回数 回 0 3

男女共同参画センターと連携した出前講座実施回数

男女共同参画センターと連携した出前講座実施回数
令和

２
年度

出前講座実施回数 回 0 4

令和
３

年度

出前講座実施回数 回 0 5

男女共同参画センターと連携した出前講座実施回数
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成２５年から地域住民への啓発を目的として、地区公民館等で男女共同参画出前講座を実施しているが、取り
組み方の課題もあり回数が少なく、地域住民に対して男女共同参画の促進が十分に行えていない現状がある。
今後は、地区公民館等に対して講座の趣旨や必要性をより丁寧に伝えてながら出前講座の実施を推進していくと
ともに、地区公民館等人権・同和教育講座を実施している文化生涯学習課と連携して、平成２９年度に市が実施
した「人権問題に関する市民意識調査」の結果を踏まえ、「人権の普遍的視点」と「『男女共同参画』といった人権
の個別的視点」を結合させた学習プログラムを開発して、地域の実情や要望に応じて講座を実施していく。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

「人権の普遍的視点」と「『男女共同参画』といった人権の個別的視点」を結合させた学習プログラム（１時間）を作成し、桐ヶ丘公
民館において出前講座（人権・同和教育講座）を実施することができた。参加者からの声は概ね好評であったが、内容面でより工
夫（市民がより分かりやすい内容、納得する内容等）が必要であると思われる。男女共同参画の推進・促進には、確かな人権の
視点が必要不可欠であることから、今後も文化生涯学習課と男女共同参画推進室が連携を図りながら教育・啓発内容を創造し
ていく必要がある。そして、「人権問題に関する市民意識調査」の結果を踏まえ、地域の実情や要望を適切につかみ、取り組みを
広げていく必要がある。また、事業内容にあわせて活動指標を「男女共同参画センターと連携した出前講座実施回数」に見直し
たい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(1)

2)

54

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

施策の方向 家庭・職場・地域における意識啓発

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 原　房枝

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 家庭における男女共同参画の意識啓発

事業内容
家庭における生活自立能力を高めるため、主に子どもや男性を対象とした料理教室等の家事参加促進研修
会を開催するなど、身近な生活の場での男女共同参画の意識啓発に努めます。

事業実績
（平成30年度）

子ども料理教室（講師：田川市給食調理員　15人）、親子料理教室（講師：そば店店主【1回目】18人、【2回目】
17人）、男性の料理教室（講師：福智町給食調理員【1回目】16人、【2回目】15人）を開催しました。

ー平成
２９

年度

炊事、掃除、洗濯などの家事を妻と夫が同じ程度に分担して
いると回答した人の割合

％ 6.2 ― ―

B平成
３０

年度

炊事、掃除、洗濯などの家事を妻と夫が同じ程度に分担して
いると回答した人の割合

％ 6.2 8.0 8.1

令和
元

年度

炊事、掃除、洗濯などの家事を妻と夫が同じ程度に分担して
いると回答した人の割合

％ 6.2 ―

令和
２

年度

炊事、掃除、洗濯などの家事を妻と夫が同じ程度に分担して
いると回答した人の割合

％ 6.2 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

炊事、掃除、洗濯などの家事を妻と夫が同じ程度に分担して
いると回答した人の割合

％ 6.2 10.0

Ａ
平成
２９

年度

家事参加促進研修会参加者数 人 101 124 90

平成
３０

年度

家事参加促進研修会参加者数 人 101 81 90 C

令和
元

年度

家事参加促進研修会参加者数 人 101 90

令和
２

年度

家事参加促進研修会参加者数 人 101 90

令和
３

年度

家事参加促進研修会参加者数 人 101 90
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成２９年度の男性の料理教室は１回目が初心者向け、２回目が身体に優しいメニューなどの内容で
企画したが、例年同様応募者が少なく集客に苦慮した。また、整理収納講座に関しては、夫婦での参
加を呼び掛けたりしたが、男性の参加者は１人だった。男性が参加しやすい内容や日程の設定等に関
して、男女共同参画センター運営委員の意見を参考とするなど、今後も工夫が必要である。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

男性の料理教室は毎回参加者が少なく集客に苦労していたので、平成30年度は趣向を変え、内閣府
の「“おとう飯”はじめよう」キャンペーンを活用して、市職員向けに2回実施した。市を挙げて男性の料
理参画に取り組んでいることを新聞やゆめっせ通信、内閣府や市ホームページを活用して情報発信
し、今後の市民向けの料理教室への啓発につなげていくことをねらいとした。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(1)

3)

55

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

施策の方向 社会制度・慣行の見直しに向けた意識啓発

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 公的広報の表現ガイドラインの活用

事業内容
男女共同参画の視点に立った刊行物等を発行することができるよう、関係各所に「公的広報の表現ガイドライ
ン」を周知します。

事業実績
（平成30年度）

上伊田西女性の会（参加者33人）、桐ヶ丘区（参加者25人）、白鳥工業団地工業会（参加者17人）、保育所
（園）長会議（参加者17人）での出前講座において、公的広報の表現ガイドラインの掲載内容を一部説明しま
した。

ー平成
２９

年度

社会通念・慣習・しきたりなどにおいて「男女の地位が平等で
ある」と回答した人の割合

％ 12.2 ― ―

Ｂ平成
３０

年度

社会通念・慣習・しきたりなどにおいて「男女の地位が平等で
ある」と回答した人の割合

％ 12.2 12.5 18.1

令和
元

年度

社会通念・慣習・しきたりなどにおいて「男女の地位が平等で
ある」と回答した人の割合

％ 12.2 ―

令和
２

年度

社会通念・慣習・しきたりなどにおいて「男女の地位が平等で
ある」と回答した人の割合

％ 12.2 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

社会通念・慣習・しきたりなどにおいて「男女の地位が平等で
ある」と回答した人の割合

％ 12.2 24.0

Ａ
平成
２９

年度

公的広報の表現ガイドライン周知回数 回 0 5 1

平成
３０

年度

公的広報の表現ガイドライン周知回数 回 5 4 5 Ｃ

令和
元

年度

公的広報の表現ガイドライン周知回数 回 5 5

令和
２

年度

公的広報の表現ガイドライン周知回数 回 5 5

令和
３

年度

公的広報の表現ガイドライン周知回数 回 5 5
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

出前講座を通して、公的広報の表現ガイドラインの掲載内容の周知を図っている。今後も出前講座を
中心に公的広報の表現ガイドラインの周知を図りたい。活動指標の実績値が目標値を上回っているの
で、平成３０年度以降の目標値を見直す。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

出前講座を通して、関係各所に公的広報の表現ガイドラインの掲載内容の周知を図っている。今後も
出前講座を中心に公的広報の表現ガイドラインの周知を図りたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(1)

4)

56

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

施策の方向 男性の意識改革の促進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 子育て支援課 子ども未来係

記入者氏名 河野　菜々美

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 子育て支援センター事業への男性参加の促進

事業内容
子育てサークル支援、出張子育て支援、育児講座、子育てボランティア養成講座等を行い、より多くの男性の
参加を促します。

事業実績
（平成30年度）

多くの男性の参加を促すため講座等の周知、声掛けを行ったが、参加される男性はほとんどいなかった。(1
名参加）ミニミニ運動会への参加は7名あり、親子サロンを利用する父親参加数は145名だった。

Ｂ平成
２９

年度

子育て支援センター事業への男性参加率 ％ 0 1.1 2.0

Ｂ平成
３０

年度

子育て支援センター事業への男性参加率 ％ 0 3.4 4.0

令和
元

年度

子育て支援センター事業への男性参加率 ％ 0 6.0

令和
２

年度

子育て支援センター事業への男性参加率 ％ 0 8.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

子育て支援センター事業への男性参加率 ％ 0 10.0

Ｃ
子育てボランティア養成講座参加者数 人 72 28 80 Ｃ

平成
２９

年度

出張子育て支援実施回数 回 14 14 16

子育て支援講座参加者数 人 156 349 210 Ａ

平成
３０

年度

出張子育て支援実施回数 回 14 8 16 Ｃ
子育てボランティア養成講座参加者数 人 72 - 80 -
子育て支援講座参加者数 人 156 378 210 Ａ

令和
元

年度

出張子育て支援実施回数 回 14 16

子育てボランティア養成講座参加者数 人 72 80

子育て支援講座参加者数 人 156 210

子育てボランティア養成講座参加者数 人 72 80
令和

２
年度

出張子育て支援実施回数 回 14 16

子育て支援講座参加者数 人 156 210

令和
３

年度

出張子育て支援実施回数 回 14 16

子育てボランティア養成講座参加者数 人 72 80

子育て支援講座参加者数 人 156 210

111



平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

子育て講座に父親も参加しやすいように、土曜日に開催したり講座の内容を考慮したが大幅な増加に
は結びつかなかった。保健センターと連携して助産師の育児相談を開催したことにより、生後間もない
子どもの来所が増加した。それに伴い母親に付き添っての父親の来所は増えたので、引き続き、講座
の内容や開催日の検討、また、助産師との連携による相談事業を行っていく。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

子育て講座等への父親の参加はなかったがミニミニ運動会の参加はあった。また、親子サロンへ父親が来られる
ことが多かったので過ごしやすい環境づくりを心掛けた。母親の付き添いではなく父親と子どもだけの来所も多
かったので講座のお知らせをしたり、内容等を検討したり参加が増えるよう工夫していく。平成29年度まで子育て
ボランティア養成講座を実施していたが、参加者数が少なかったため、にこにこ子育て講座等保護者が参加しや
すい内容の講座にシフトし、参加者の中から子育てボランティアの勧誘を行っている。このため活動指標の子育て
ボランティア養成講座参加者数を削除したい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(1)

4)

57

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

施策の方向 男性の意識改革の促進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 高齢障害課 地域包括支援センター

記入者氏名 平緒　恵

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 介護への参画に関する意識啓発

事業内容
広報たがわや市ホームページ等を活用し、在宅医療・介護についての周知を図ります。
在宅医療・介護に関する研修会を開催し、より多くの男性の参加を促します。

事業実績
（平成30年度）

広報たがわ3/1号にて、「人生会議」についてや、在宅医療・介護についての啓発を行った。
市内４か所（夏吉区、城山町区、市立図書館、大黒町区）で在宅ケア座談会を開催。参加者78人（内男性参
加者28人）。

A平成
２９

年度

講座への男性参加割合 ％ 18.2 38.7 30.0

C平成
３０

年度

講座への男性参加割合 ％ 38.7 35.9 40.0

令和
元

年度

講座への男性参加割合 ％ 38.7 40.0

令和
２

年度

講座への男性参加割合 ％ 38.7 40.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

講座への男性参加割合 ％ 38.7 40.0

A
平成
２９

年度

在宅医療・介護に関する研修会開催回数 回/年 1 4 1

平成
３０

年度

在宅医療・介護に関する研修会開催回数 回/年 4 4 4 A

令和
元

年度

在宅医療・介護に関する研修会開催回数 回/年 4 4

令和
２

年度

在宅医療・介護に関する研修会開催回数 回/年 4 4

令和
３

年度

在宅医療・介護に関する研修会開催回数 回/年 4 4
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

在宅医療・介護に関する研修会では、地域に根差した形で参加定員が30名程度のため、一度に参加
できる対象者が限られている。そのため、開催回数を重ねていきながら、少しずつではあるが多くの人
に啓発できるように努めていきたい。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

広報たがわ3/1号で在宅医療と介護について啓発を行った。
田川市在宅ケア座談会として４か所（夏吉区、城山町区、市立図書館、大黒町区）にて実施。参加者数
は計78人（内男性参加者28人）。どの会場でも、とても有意義な時間であったとの評価であった。男性
の参加者も35％程度おり、今後も引き続き実施していきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(2)

1)

58

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 学校教育等における男女共同参画の推進

施策の方向 男女平等の視点に立った学校教育等の推進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 学校教育課　 学校教育係

記入者氏名 亀谷　勝弘

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 小中学校における男女平等教育の推進

事業内容
男女についての相互理解の重要性の認識を高めるため、学校教育活動全体を通じて、発達段階に応じた指
導を行います。

事業実績
（平成30年度）

総合的学習や道徳の授業において、男女平等についての指導を行った。

ー平成
２９

年度

学校教育の場での「男女の地位は平等である」と回答した人
の割合

％ 53.0 ― ―

Ｂ平成
３０

年度

学校教育の場での「男女の地位は平等である」と回答した人
の割合

％ 53.0 60.0 70.0

令和
元

年度

学校教育の場での「男女の地位は平等である」と回答した人
の割合

％ 53.0 ―

令和
２

年度

学校教育の場での「男女の地位は平等である」と回答した人
の割合

％ 53.0 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

学校教育の場での「男女の地位は平等である」と回答した人
の割合

％ 53.0 70.0

A
平成
２９

年度

取組実施校数 校 17 17 17

平成
３０

年度

取組実施校数 校 17 17 17 A

令和
元

年度

取組実施校数 校 17 17

令和
２

年度

取組実施校数 校 17 17

令和
３

年度

取組実施校数 校 17 17
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

総合的学習や道徳の授業において、男女平等についての指導を行った。
今後は、田川市教科等研修会の総合的な学習や道徳の各部会において、系統的な学習が出来るよう
に計画推進していく。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

各校の男女参画推進担当者を中心に年間計画を立て、総合的学習や道徳の授業において、男女平等
についての指導を行った。今後も男女参画係を中心に総合的な学習や道徳の係と連携を図り推進して
いく。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(2)

1)

59

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 学校教育等における男女共同参画の推進

施策の方向 男女平等の視点に立った学校教育等の推進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名

記入者氏名

子育て支援課 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

楠木信彦 柳井　妙子

子育て未来係

単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 保育・幼児教育者への学習機会の提供

事業内容
男女共同参画センターと連携して、園長会議等で出前講座を行い、男女共同参画に関する学習機会を提供し
ます。

事業実績
（平成30年度）

保育所（園）長会議で出前講座を行いました。演題は「男女共同参画社会の実現に向けて　～現状と保育園
における取組～」で、講師は男女共同参画センター長でした。参加者は対象者20人(民間17人、公立3人)中17
人(民間14人、公立３人)でしたが、アンケートに答えた人は8人で「大変わかりやすかった」2人、「わかりやす
かった」6人という結果でした。

B平成
２９

年度

男女共同参画出前講座参加率 ％ 0 88.2 90.0

B平成
３０

年度

男女共同参画出前講座参加率 ％ 0 85.0 90.0

令和
元

年度

男女共同参画出前講座参加率 ％ 0 90.0

令和
２

年度

男女共同参画出前講座参加率 ％ 0 90.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

男女共同参画出前講座参加率 ％ 0 90.0

A
平成
２９

年度

男女共同参画出前講座実施回数 回 0 1 1

平成
３０

年度

男女共同参画出前講座実施回数 回 0 1 1 A

令和
元

年度

男女共同参画出前講座実施回数 回 0 2

令和
２

年度

男女共同参画出前講座実施回数 回 0 2

令和
３

年度

男女共同参画出前講座実施回数 回 0 2
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

出前講座の資料を回覧するなど、園長が他の保育士等へ出前講座の内容を伝えているかどうかな
ど、保育現場での男女共同参画の推進状況を把握するのは困難である。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

各保育所（園）の男女共同参画の推進状況を把握するため、事前アンケートを実施したが、回答数も少
なく記載例に同調した回答が多くなり、正確な現状把握に繋がらなかった。もっと内容を精査して実施
し、結果を活用した出前講座としたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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4

(2)

1)

60

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 学校教育等における男女共同参画の推進

施策の方向 男女平等の視点に立った学校教育等の推進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 学校教育課　 学校教育係

記入者氏名 大久保　裕樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 教職員に対する研修の実施

事業内容
田川市男女共同参画推進条例、男女共同参画プラン等についての学習会、情報交換会を各校の男女共同
参画担当者を中心に計画し、教職員研修等で実施します。

事業実績
（平成30年度）

各校の男女共同参画担当者を中心に、定例職員会議等で情報交換を行った。

A平成
２９

年度

学習会、情報交換会等の教職員の受講割合 ％ 100 100 100

A平成
３０

年度

学習会、情報交換会等の教職員の受講割合 ％ 100 100 100

令和
元

年度

学習会、情報交換会等の教職員の受講割合 ％ 100 100

令和
２

年度

学習会、情報交換会等の教職員の受講割合 ％ 100 100

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

学習会、情報交換会等の教職員の受講割合 ％ 100 100

A
平成
２９

年度

教職員研修等での学習会、情報交換会の実施校数 校 17 17 17

平成
３０

年度

教職員研修等での学習会、情報交換会の実施校数 校 17 17 17 A

令和
元

年度

教職員研修等での学習会、情報交換会の実施校数 校 17 17

令和
２

年度

教職員研修等での学習会、情報交換会の実施校数 校 17 17

令和
３

年度

教職員研修等での学習会、情報交換会の実施校数 校 17 17
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

情報交換等は行なえているが、どの程度意識に浸透しているかは把握できていない。意識調査等でよ
り効果的な方法の検討が必要。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

各校の男女参画推進担当者が中心となり、職員研修等を実施している。職場環境において男女平等
意識の浸透が進んでいるが、より具体的な改善が図られるように研修の教材や題材を工夫していく必
要がある。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

120



4

(2)

2)

61

基本目標 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する

基本取組 学校教育等における男女共同参画の推進

施策の方向 男女平等の視点に立った社会教育等の推進

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 文化生涯学習課 学習振興・人権教育係

記入者氏名 横山　俊吾

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 人権・同和教育の推進

事業内容
地域や職場の指導者・推進者を対象とした「人権・同和教育「中央講座」（年3回）等において、同和問題を始
めとする様々な人権課題について講座を実施します。

事業実績
（平成30年度）

「人権問題の基本的認識、寝た子を起こすな論の解消に向けて」、「多様な性のあり方についての正しい理解
と認識」、「絆・つながり」をキーワードに中央講座を実施することができた。
また、校区及び地区公民館における人権・同和教育講座や人権セミナー（全５回）等を開催し、男女平等の視
点（全ての人が人間らしく幸せに生きる権利の保障）に立った人権・同和教育を推進することができた。

ー平成
２９

年度

人権・同和教育中央講座新規参加者数 人/回 43 ― 60

A平成
３０

年度

人権・同和教育中央講座の内容を納得できたと回答した人 ％ 90.0 96.8 95.0

令和
元

年度

人権・同和教育中央講座の内容を納得できたと回答した人 ％ 90.0 95.0

令和
２

年度

人権・同和教育中央講座の内容を納得できたと回答した人 ％ 90.0 95.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

人権・同和教育中央講座の内容を納得できたと回答した人 ％ 90.0 95.0

A
平成
２９

年度

人権・同和教育中央講座参加者数 人/回 85 146 100

平成
３０

年度

人権・同和教育中央講座参加者数 人/回 85 145 100 A

令和
元

年度

人権・同和教育中央講座参加者数 人/回 85 100

令和
２

年度

人権・同和教育中央講座参加者数 人/回 85 100

令和
３

年度

人権・同和教育中央講座参加者数 人/回 85 100
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

アンケートの質問項目を、今後の取り組みにより反映させることができるようにするために変更したこと
に伴い、成果指標の実績値は算出できなかった。また対象が地域や職場の指導者、推進者層というこ
ともあり、参加者の約８割が田川市で開催された人権・同和問題に関する各種研修会等にこれまで複
数回参加があるとの回答であったことから、現行の成果指標は実情に即していないと考えられるため
指標を「人権・同和教育中央講座の内容を納得できたと回答した人」に見直しを行いたい。
活動指標については周知を幅広く丁寧に行った結果、1回あたりの講座参加者数は大幅に増加した。

見直し

推進委員会コメント 審議会コメント

・成果指標の見直しについて了承。 ・基本目標と成果指標の関係がわかりにくいので、指標を
見直してほしい。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

成果指標については、今年度指標の見直しを行った。様々な人権課題を切り口に実施し、「納得ができ
た」と回答した人が96.8％と目標値を上回った。
また、活動指標については、昨年に引き続き、周知を幅広く丁寧に行った結果、１回あたりの講座参加
者数は昨年と同等を維持した。
今後も昨年度実施した「人権問題に関する市民意識調査」の結果を踏まえ、人権問題をとりまく状況を
的確につかみ、積極的に取り組むことが重要である。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1)

62

基本目標

基本取組

施策の方向 プランの進行管理

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 原　房枝

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 プランの進捗状況把握と評価及び事業内容の見直し

事業内容
プランの進捗状況について、年次報告書を作成し、田川市男女共同参画審議会へ報告を行い、プランの進捗
状況に対する評価を受け、その結果を公表します。また、評価とともに実施計画の見直しを行い、見直し案を
審議会へ諮ります。

事業実績
（平成30年度）

プランの進捗状況について、各担当課が進捗管理シートを作成し、男女共同参画推進部会及び男女共同参画推進委員
会で協議しました。その内容を田川市男女共同参画審議会へ報告し、プランの進捗状況に対する審議会の意見を付し
て、広報たがわ（8/15号）及び市ホームページなどに結果を公表しました。全成果指標75件のうち、A評価は27件、B評価
は7件、C評価は11件、－評価は30件、全活動指標86件のうち、A評価は68件、B評価は2件、C評価は12件、－評価は4
件でした。

ー平成
２９

年度

男女共同参画プランについて知っている人の割合 % 15.8 ― ―

A平成
３０

年度

男女共同参画プランについて知っている人の割合 % 15.8 21.6 20.4

令和
元

年度

男女共同参画プランについて知っている人の割合 % 15.8 ―

令和
２

年度

男女共同参画プランについて知っている人の割合 % 15.8 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

男女共同参画プランについて知っている人の割合 % 15.8 25.0

A
平成
２９

年度

計画の進捗状況報告書及び実施計画の見直し案作成、進捗状況評価及び公
表

回 1 1 1

平成
３０

年度

計画の進捗状況報告書及び実施計画の見直し案作成、進捗状況評価及び公
表

回 1 1 1 A

令和
元

年度

計画の進捗状況報告書及び実施計画の見直し案作成、進捗状況評価及び公
表

回 1 1

令和
２

年度

計画の進捗状況報告書及び実施計画の見直し案作成、進捗状況評価及び公
表

回 1 1

令和
３

年度

計画の進捗状況報告書及び実施計画の見直し案作成、進捗状況評価及び公
表

回 1 1
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成２９年度は、第１次男女共同参画プランに基づいて実施した平成２８年度の進捗状況把握と評価
を行う最終年度であったため、評価は昨年までと同様、目標を上回ったかどうかを◎や○で判断する
主観的な方法で行った。第２次プランからは、実績値を基準値や目標値と比較して判定する客観的な
評価に変わり、さらに実施計画事業の個票の見直しを含めて評価を行うこととしているので、事業実施
に困難を抱えている場合などは、より現状に即した事業への見直しが可能となる。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

・施策の内容が内部的な事務であるため、成果指標及び
活動指標ともに不要。

・推進委員会と同意見。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は第2次プラン策定後、初めての評価だったので、担当課は進捗管理シートの作成にかな
り困難を期した。男女共同参画推進部会で協議された進捗管理シートに対して、男女共同参画推進委
員会では9施策について、男女共同参画審議会では12施策について、事業内容や指標に関する意見
が出された。進捗状況の判定については、基準値や目標値を基にした評価なので、平成29年度よりも
客観的にかつ容易に判定することができた。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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1)

63

基本目標

基本取組

施策の方向 プランの進行管理

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 原　房枝

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 市民意識調査の実施

事業内容

事業実績
（平成30年度）

男女共同参画に関する市民意識調査（簡易版）を10月に実施しました。男女各500人合計1000人に調査票を
郵送し、352人から回答を得ました。（回収率35.2％）

ー平成
２９

年度

男女共同参画に関する市民意識調査（Ｈ32年度分）回収率 ％ 34.6 ― ―

Ｂ平成
３０

年度

男女共同参画に関する市民意識調査（Ｈ30年度分）回収率 ％ 34.6 35.2 36.3

令和
元

年度

男女共同参画に関する市民意識調査（Ｈ30年度分）回収率 ％ 34.6 ―

令和
２

年度

男女共同参画に関する市民意識調査（Ｈ32年度分）回収率 ％ 34.6 ―

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

男女共同参画に関する市民意識調査（Ｈ32年度分）回収率 ％ 34.6 38.0

ー
平成
２９

年度

男女共同参画に関する市民意識調査実施回数 回 ― ― ―

平成
３０

年度

男女共同参画に関する市民意識調査実施回数 回 ― 1 1 Ａ

令和
元

年度

男女共同参画に関する市民意識調査実施回数 回 ― ―

令和
２

年度

男女共同参画に関する市民意識調査実施回数 回 ― ―

令和
３

年度

男女共同参画に関する市民意識調査実施回数 回 ― 1
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

事業実施年度ではないため、未実施。

推進委員会コメント 審議会コメント

・施策の内容が内部的な事務であるため、成果指標及び
活動指標ともに不要。

・推進委員会と同意見。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

市民意識調査（簡易版）を実施した。回収率は前回より上昇したが、目標値には達しなかった。全体的
に高齢者層の回答率が高く、調査結果に若い世代の意見が反映されていないと思われるため、今後
は若い世代の回答率をいかに伸ばしていくかの工夫が必要となる。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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2)

64

基本目標

基本取組

施策の方向 推進体制の充実

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 恒田　和樹

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 庁内推進体制の充実

事業内容
男女共同参画推進委員会及び男女共同参画推進部会を中心に関係部局との連携強化を図り、プランの取組
を進めていきます。

事業実績
（平成30年度）

平成30年度は男女共同参画推進部会を4回、男女共同参画推進委員会を3回実施し、第2次男女共同参画プ
ランの進捗状況について協議しました。

A平成
２９

年度

男女共同参画プラン年次報告書の作成回数 回 1 1 1

A平成
３０

年度

男女共同参画プラン年次報告書の作成回数 回 1 1 1

令和
元

年度

男女共同参画プラン年次報告書の作成回数 回 1 1

令和
２

年度

男女共同参画プラン年次報告書の作成回数 回 1 1

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

男女共同参画プラン年次報告書の作成回数 回 1 1

C
平成
２９

年度

男女共同参画推進委員会及び男女共同参画推進部会開催回数（合計） 回 7 6 7

平成
３０

年度

男女共同参画推進委員会及び男女共同参画推進部会開催回数（合計） 回 7 7 7 A

令和
元

年度

男女共同参画推進委員会及び男女共同参画推進部会開催回数（合計） 回 7 7

令和
２

年度

男女共同参画推進委員会及び男女共同参画推進部会開催回数（合計） 回 7 7

令和
３

年度

男女共同参画推進委員会及び男女共同参画推進部会開催回数（合計） 回 7 7
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成２９年度は、男女共同参画プランの策定年度や市民意識調査の実施年度に該当しなかったため、
開催回数が年６回となった。
男女共同参画推進委員会及び男女共同参画推進部会を中心に、男女共同参画プラン年次報告書の
評価や事業実績について協議を行っている。今後も、男女共同参画プランについて協議を行い、取組
を進めていく。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

・施策の内容が内部的な事務であるため、成果指標及び
活動指標ともに不要。

・推進委員会と同意見。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

平成30年度は、第2次男女共同参画プラン実施事業評価の初年度であったため、男女共同参画推進
部会の開催回数が例年より１回多くなり、合計7回となった。
男女共同参画推進委員会及び男女共同参画推進部会を中心に、第2次男女共同参画プラン年次報告
書の評価や事業実績について協議を行った。今後も継続して取組を進めていきたい。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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2)

65

基本目標

基本取組

施策の方向 推進体制の充実

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 柳井　妙子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 男女共同参画センターの機能充実

事業内容
本プランに基づく講座、研修会、情報提供等といった男女共同参画意識の啓発に関する事業や相談体制など
の各種取組の資質の向上を図るため、定期的に企画会議を開催します。

事業実績
（平成30年度）

毎月、月初めに企画会議を開催しています。その他にも事業実施前に、担当者がスケジュール確認の会議を
開催しています。

A平成
２９

年度

男女共同参画センター利用者アンケートにおいて、実施事業
や運営について満足していると回答した人の割合

％ ― 54.2 50.0

A平成
３０

年度

男女共同参画センター利用者アンケートにおいて、実施事業
や運営について満足していると回答した人の割合

％ ― 64.6 60.0

令和
元

年度

男女共同参画センター利用者アンケートにおいて、実施事業
や運営について満足していると回答した人の割合

％ ― 70.0

令和
２

年度

男女共同参画センター利用者アンケートにおいて、実施事業
や運営について満足していると回答した人の割合

％ ― 80.0

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

男女共同参画センター利用者アンケートにおいて、実施事業
や運営について満足していると回答した人の割合

％ ― 80.0

A
平成
２９

年度

企画会議開催回数 回 0 12 12

平成
３０

年度

企画会議開催回数 回 0 12 12 A

令和
元

年度

企画会議開催回数 回 0 12

令和
２

年度

企画会議開催回数 回 0 12

令和
３

年度

企画会議開催回数 回 0 12
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

より良い啓発方法や各種取組について、常に職員が現状を把握し、問題が発生した場合にも速やかに
対応できるよう、日々の連絡、報告、相談を行うことを基本にした企画会議を今後も行う予定。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

・施策の内容が内部的な事務であるため、成果指標及び
活動指標ともに不要。

・推進委員会と同意見。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

より良い啓発方法や各種取組について、常に職員が現状を把握し、問題が発生した場合にも速やかに
対応できるよう、日々の連絡、報告、相談を行うことを基本にした企画会議を今後も行う予定。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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3)

66

基本目標

基本取組

施策の方向 市民・地域等との連携

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）　進捗管理シート

担当課・係名 人権・同和対策課 男女共同参画推進室

記入者氏名 柳井　妙子

成　果　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

具体的施策 男女共同参画センター運営委員会の設置

事業内容
男女共同参画センター運営委員会において、男女共同参画センター事業について検討し、提案された意見を
取り入れながら、事業内容を改善していきます。

事業実績
（平成30年度）

第1回男女共同参画センター運営委員会で、性教育の視点で、小さい頃から「自分を大事にすること」を啓発
する取組が提案されたため、その意見を取り入れて、幼児や小学生の子どもを持つ親を対象にした性教育講
座を実施しました。

A平成
２９

年度

男女共同参画センター運営委員会で提案された新規又は改
善事業数

件 1 3 1

A平成
３０

年度

男女共同参画センター運営委員会で提案された新規又は改
善事業数

件 1 1 1

令和
元

年度

男女共同参画センター運営委員会で提案された新規又は改
善事業数

件 1 1

令和
２

年度

男女共同参画センター運営委員会で提案された新規又は改
善事業数

件 1 1

活　動　指　標 単位 基準値 実績値 目標値 進捗状況判定

令和
３

年度

男女共同参画センター運営委員会で提案された新規又は改
善事業数

件 1 1

C
平成
２９

年度

男女共同参画センター運営委員会開催回数 回 3 2 3

平成
３０

年度

男女共同参画センター運営委員会開催回数 回 3 2 3 C

令和
元

年度

男女共同参画センター運営委員会開催回数 回 3 3

令和
２

年度

男女共同参画センター運営委員会開催回数 回 3 3

令和
３

年度

男女共同参画センター運営委員会開催回数 回 3 3
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平成
２９

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

男女共同参画センター運営委員の意見を全て男女共同参画センター事業に反映することは難しいが、
極力取り入れる方向で検討する。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

・施策の内容が内部的な事務であるため、成果指標及び
活動指標ともに不要。

・推進委員会と同意見。

平成
３０

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

男女共同参画センター運営委員の意見を全て男女共同参画センター事業に反映することは難しいが、
極力取り入れる方向で検討する。

継続

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
元

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
２

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント

令和
３

年度

成果・課題・今後の方向性 今後の方向性

推進委員会コメント 審議会コメント
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Ａ Ｂ Ｃ ― 合計
指標数 10 2 13 1 26
判定割合 38.5% 7.7% 50.0% 3.8%
指標数 20 1 9 1 31
判定割合 64.5% 3.2% 29.0% 3.2%

Ａ Ｂ Ｃ ― 合計
指標数 2 1 4 0 7
判定割合 28.6% 14.3% 57.1% 0.0%
指標数 3 2 2 0 7
判定割合 42.9% 28.6% 28.6% 0.0%

Ａ Ｂ Ｃ ― 合計
指標数 12 2 6 4 24
判定割合 50.0% 8.3% 25.0% 16.7%
指標数 25 2 3 1 31
判定割合 80.6% 6.5% 9.7% 3.2%

Ａ Ｂ Ｃ ― 合計
指標数 4 5 4 0 13
判定割合 30.8% 38.5% 30.8% 0.0%
指標数 9 1 5 1 16
判定割合 56.3% 6.3% 31.3% 6.3%

判定

A

B

C

―

判　　　　定　　　　基　　　　準

　実績値が目標値に達している

　実績値が基準値から好転しているが、目標値に達していない

　実績値が基準値から横ばい又は悪化しており、目標値に達していない

　未実施・評価不可　（事業未実施または市民意識調査等が未実施で評価不可のもの）

成果

活動

事業№　50～61

第２次田川市男女共同参画プラン（前期計画）における進捗状況判定結果集計表

基本目標１　 働く場において男女がともに参画し、活躍する
事業№ 1～23

成果

活動

基本目標２ 　地域社会において、男女が支え合う
事業№　24～29

成果

活動

基本目標３ 　男女がともに健やかに安心して暮らす
事業№　30～49

成果

活動

基本目標４　 一人ひとりを尊重し、男女共同参画意識が浸透する


